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はじめに

　このパンフレットは、経済産業省中小企業庁の委
託事業として、平成23年度に新潟・大阪・東京の3会
場で開催した「企業の社会的責任と人権」セミナー
の内容をとりまとめたものです。本セミナーは、有識
者による「企業の社会的責任（CSR）」に関する講演
と、CSRに積極的に取り組まれている企業様の具体
的な実践事例の紹介で構成され、CSRや人権に関す
る取組を推進・支援することを目的としております。
　企業が活動を続けていく上で、収益を上げること
は、重要な要素の一つですが、社会を構成する一員
としての責任を果たさなければ、企業活動は成立し
ません。利益を追求するあまり、人権の視点が欠ける
と、深刻な問題を引き起こし、企業の信用を失墜しか
ねません。
　一方、CSR、特に人権に取り組むメリットとして、例
えば職場では、従業員がお互いの人権に配慮し、尊
重される環境をつくることで、企業活動の効率性や
生産性が向上し、優れた商品開発や優秀な人材の確
保など、会社の業績への貢献につながることが期待
できるのです。
　2010（平成22）年11月、社会的責任に関する国際
規格である「ISO26000」が発行され、企業をはじめ、
自治体、学校、病院、NPOなどあらゆる組織を対象
とした社会的責任を果たすための手引きが示されま
した。そして、ISO26000を日本国内で普及・拡大させ
ることを目的に、経済産業大臣がISO26000の内容を
そのままに日本工業規格（JIS）化を進め、2012（平
成24）年3月に「JIS Z 26000」が官報に公示されまし
た。企業を含むあらゆる組織は、全てのステークホル
ダー（利害関係者）からの社会的責任に関するさまざ
まな期待に、応えていくことが求められるようになっ
たのです。
　CSRの、特に人権に関する活動のさまざまな実践
事例を紹介したこのパンフレットが、皆さまの業務で
少しでもお役に立てば幸いです。

※本パンフレットにおいて紹介している事例内容等は、発表当時のも
のであり、現在の内容とは異なる場合がありますので、あらかじめ
ご了承願います。

新潟会場
Niigata

大阪会場
Osaka

東京会場
Tokyo
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　現在の「人権」という考えは、基本的には第二次
世界大戦の悲惨な状況の教訓として生まれたもので
す。始まりは1948（昭和23）年の「世界人権宣言」
であります。それから半世紀以上も経過しているに
もかかわらず、いまだに「人権」が叫ばれています。
それは、人間社会が高度化すればするほど、それを
支える人や、その人権が問題になるからです。
　2002（平成14）年3月、政府によって「人権教育・
啓発に関する基本計画」が策定されました。そこで
挙げられている人権課題として、まず女性の人権問
題があります。職場において、男女平等はまだ十分
とはいえません。それから子どもの人権問題。子ど
もにも大人と同じ人権があり、それに配慮しなくて
はいけません。国際的には児童労働、強制労働を排
除する極めて強い要請が起こっています。また、高
齢者、障がいのある人、外国人、そして日本固有の
同和問題もまだ根深く存在しています。さらに、最
近問題になっているものとしてインターネット上で
起こる人権侵害もあります。その他にもアイヌの
人々、性的少数者、犯罪被害者、HIV感染者、ハン
セン病患者等、さまざまな問題があります。

期待、注目される企業の人権への取組

　企業の行動原則として国際的に「人権」を取り上
げたものに、1999（平成11）年に国連のアナン事務
総長（当時）が提唱した「国連グローバル・コンパ
クト」があります。2008（平成20）年に改訂された際、
記載されている10原則の主語がすべて「企業は」と
なりました。企業は人権の擁護を支持、尊重し、ま
た人権侵害に加担しないように行動することが求め
られています。
　また同年に発表された、ハーバード大学の教授に
よる「ラギー報告」も重要です。なぜなら、人権に
関して国だけでなく、企業の責任にまでも言及して
いるからです。

　
　CSR（企業の社会的責任）の本質は、「サステナビ
リティ（持続可能性）」、「ステークホルダー（利害関
係者）との対話」、「トリプル・ボトムライン（『経済』

『環境』『社会』の3側面）」の3つです。
　最初の「サステナビリティ」とは、将来世代のニ
ーズの充足を阻害することなく、現代世代のニーズ
を満たす発展のことです。現代において、地球資源
を使いすぎれば、次世代のニーズが満たされなくな
ってしまいます。よって、サステナビリティは、地
球環境の保全がまず前提で、その上で、社会や企業
が持続的な発展をするということをいっています。
　2つ目に「ステークホルダーとの対話」があります。
企業が社会的責任を考え、ステークホルダーである、
お客様・消費者、従業員、株主、投資家・地域社会、
官庁、取引先などの意思を尊重する際、必要になる
のが対話ですが、ステークホルダーとの「エンゲー

組織にも社会にも
メリットとなるCSRの推進

田中　宏司
東京交通短期大学学長・教授
日本規格協会「ISO26000JIS化本委員会」
委員

新潟	 Niigata

基調講演

社会的責任を果たすには
　人権への配慮は必須
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ジメント（参画、協働）」も重要です。エンゲージメ
ントには、ステークホルダーの声を聞くだけでなく、
意見や要望をもとに、商品開発やサービスの向上を
させるところまでが含まれています。その根底には、
ステークホルダーとのコミュニケーションにおける積
極的な情報開示と説明責任を果たすことがあります。
　3番目の「トリプル・ボトムライン」は、『経済』『環
境』『社会』の3つの側面でバランスのある行動をと
らなくてはいけないという考え方です。企業は利益
を上げる『経済』活動を主体とするのは当然ですが、
サステナビリティを考えて『環境』問題にも取り組
まなくてはなりません。また、人権尊重や地域貢献
などの『社会』に対する責任も軽視してはいけません。
　企業が対応すべきCSRは、企業倫理、コーポレー
ト・ガバナンス、人権全般、地球環境対策、情報開
示など多岐にわたりますが、これらを推進すること
で、企業不祥事の回避、上質な人材獲得、組織の評
価の向上といったメリットが期待できます。

　
　2010（平成22）年11月、国際標準化機構（ISO）
が組織の社会的責任の普及を目的にISO26000を発行
しました。ISO26000は、以下の5つの基本的な特徴
を持っています。
①規模や場所は問わず、あらゆるタイプの組織を対

象とする国際規格であること。つまり、先進諸国
だけではなく、途上国、後進国も含む、あらゆる
組織（企業のみならずNGO・NPO、教育機関、病院、
地方自治体等）のための規格です。

② “ガイダンスを提供する国際規格”（ガイダンス文
書＝手引書、指針文書）であり、ISO9000（品質）
やISO14000（環境）シリーズのような要求事項で
はない。組織が目指すべき方向や、やるべきこと
を明示している指針です。

③適合性評価や第三者認証に供されることを目的と
していないということ。ISO9000やISO14000シリ
ーズとは異なり、第三者認証を取得する必要はあ
りません。

④マネジメント・システム規格ではないということ。
つまり、組織が目標を定め、達成に向けた取り組
みを実施、評価、改善していくPDCAサイクルの

社会的責任の指針となる国際規格
ISO26000

運用は求められておらず、成果が期待されています。
⑤国際的に合意されたステークホルダーの期待を明

示していること。ISO26000は、あらゆる国・地域
のあらゆる組織を対象とする国際行動規範で、マ
ルチステークホルダー（多様なステークホルダー）
の意見、提案が取り入れられているということです。

　ISO26000では、次の「7つの中核主題」を提示し
ています。
　第1の「組織統治」は、いわゆるコーポレート・ガ
バナンスよりも広い概念で、組織として意思決定を行
うシステムであり、他の中核主題の土台にもなります。
　第2に「人権」。人権とはすべての人に与えられた
基本的権利です。人権を守るために個人と組織の両
方の認識と行動が重要です。
　第3は「労働慣行」ですが、ポイントとなるのは「労
働は商品ではない」ということです。世界人権宣言
やILO（国際労働機関）の労働基準に定義された最
低限度の規程に従わなければなりません。
　第4に「環境」。ISO26000では、特に「予防的アプ
ローチ」が重要視されています。環境が破壊された
り汚染されたりした場合、それを元に戻すのは大変
なことです。そこで、環境を破壊しないよう、予防
的に保護しようと強くうたわれています。
　第5の「公正な事業慣行」は、他の組織との取引で
は倫理的な行動をとらなければならないということで、
談合・カルテル、汚職などは撲滅する必要があります。
　第6が「消費者課題」です。安全が確保される権利、
必要な情報が知らされる権利など、消費者の基本的
権利に配慮しなくてはいけないということです。
　第7の「コミュニティへの参画及びコミュニティの
発展」は、組織も地域社会、コミュニティの一員と
して共に課題に取り組み、発展しようという趣旨です。
　もちろん、組織が直ちにすべての課題に取り組ま
なければならないというものではなく、まずは、そ
の組織にとって重要な課題に取り組み、他の課題に
ついては、時宜を得た取組計画を立てましょう。
　「CSRは経営そのものだ」と言われ、経営とCSRは
不可分です。経営の中に人権に対する配慮を取り入
れることを忘れてはいけません。

経営とともにCSRに取り組む

Keynote Speach/5



事例発表
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●	本社
東京都新宿区荒木町13番地4　
住友不動産四谷ビル6階・7階

●	代表者
根本 信男

●	設立
1969（昭和44）年

●	資本金
129億4,400万円

●	従業員数
4,160名（2012年2月末現在）

●	事業内容
毛髪関連事業およびグループ
会社の経営管理ならびにそれ
に付帯する事業

●	URL
http://www.aderans.com/

株式会社
アデランス

箕輪　睦夫
Minowa Mustuo
株式会社アデランス　
CSRプロジェクト
ジェネラルマネージャー

社会・文化
貢献

「髪の毛」「ウィッグ」を中心とした
本業を活かした多様な社会貢献

がん患者などの髪の悩みを解決

原点であるウィッグの文化を発信

積み上げてきた企業価値を 
掘り出しCSR活動に活かす

当社は、かつらメーカーとして
1968（昭和43）年に創業しました。
社員数が数千人規模の当社において、
CSR経営を前面に押し出すシステ
ムづくりなどはまだ始まったばかり
です。

当社では2年ほど前に、法務室を
主体とした「コンプライアンス・ガ
バナンス委員会」を設けました。そ
の後、法務室長と私が企業の将来の
あり方を話し合って、今年3月から
スタートさせたのが、当社の「CSR
プロジェクト」です。

CSR経営を本当の意味でシステム
化、組織化し、社員もCSRに対して
の理解を深められるようにするのが
私たちプロジェクトの目標です。　

創業以来、一つの企業としてお
客様に対して、そして社会に対して、
真剣に真摯に取り組んできたもの―
お客様や社会との関係性の中で醸成
された「企業価値」といったものが、
私たちにはあるはずです。

当社の財産とも言える「企業価値」
を組織横断的に掘り起こし、社内外
に効果的に発信すること、これがま
さにステークホルダーとのコミュニ

ケーションになると思いますが、そ
れらを通じて社会の信頼を得ること
が当社のCSRだと思っています。　　

　

脱毛に悩む子どもたちに 
ウィッグをプレゼント

私たちは、当社のCSR活動を4つ
に区分して、具体的な取組を精査し
ました。（P7を参照）

まず「1．社会・地域貢献」の具
体的な取組として最初に挙げられる
ものが、『愛のチャリティキャンペー
ン』です。これは毎年、病気やケガ
で髪を失った子どもたち200名に
オーダーメイドのウィッグ（かつら）
をプレゼントするという活動で、す
でに30年以上続けています。

薄毛で悩むというのは大人だけの
問題ではなくて、実は子どもにとっ
ては本当に大きな問題です。薄毛で
悩んで引きこもりになってしまった子
どもがウィッグに出合ったことで学
校に行けるようになり、笑顔が戻っ
たという話もあります。　

こうした社会貢献を私たちは愚直
に30年以上続けてきたというメッ
セージも含めて、この部分を企業価
値のコアとして取り上げました。

次に、『毛髪再生への取り組み』

1

2

Point

Point
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１. 社会・地域貢献
（1） 愛のチャリティーキャンペーンの実施 ⇒企業文化（心を届けて30年以上）
（2） 毛髪再生への取り組み ⇒ウィッグメーカーから毛髪ソリューション企業へ（2006年）
（3） ピンクリボン運動への協賛 ⇒がん患者の増加への対応（お客様の変化へ）

２．お客様の安心・安全
（1） 日本毛髪業協会の設立 ⇒リーディングカンパニーとしての責務（業界透明化）
（2） 病院内理美容室バリアフリー ⇒移動美容椅子による病室への訪問美容の試み
（3） ウィッグの耳充て部分のチタン合金 ⇒金属アレルギーなど細部への徹底
（4） タイ工場のISO9001の取得 ⇒職人技から品質マネジメントシステムへ（1999年）

３．環境への取り組み
（1） 環境にやさしいグリーンADフィッター ⇒生分解性プラスチック製品の導入（2002年）
（2） タイ工場のISO14001の取得 ⇒当社における環境元年（1999年）
（3） 節水用シャワーヘッドの導入 ⇒環境とCS（ES）の両立

4．学術・文化貢献
（1） 毛髪関連学会への協賛 ⇒深化した社内マンパワーを活用したセミナーの提供
（2） 文化芸能部（スタジオAD）によるウィッグ文化の提唱 ⇒企業原点「ウィッグ」の可能性発信

CSR活動ポイント

として2006（平成18）年、当社の
寄附により大阪大学大学院医学系研
究科に「皮膚・毛髪再生医学（アデ
ランス）寄附講座」が開設されまし
た。そこでは、日本における毛髪研
究の第一人者である板見教授率いる
グループの研究により、薄毛で悩む
方々へ新たな解決策を提供すること
を目指しています。薄毛に悩むお客
様が本当に求めているのは、かつら
ではなく薄毛の解決方法です。「毛
髪再生」に企業として真剣に取り
組んでいくことも、お客様の期待
に応えることになると考えていま
す。また、アメリカ・アトランタでは、
2006（平成18）年に「アデランス・
リサーチ・インスティテュート」と
いう毛髪再生の研究所で臨床実験も
スタートさせています。

3つ目の取組が『ピンクリボン運
動への協賛』です。乳がんの治療の
ために髪の毛を失ってしまった女性
たちの社会復帰のお手伝いを何かで
きないかという思いが、協賛するこ
とになった大きな動機です。

また、「2．お客様の安心・安全」

の具体的な活動である『病院内理美
容室バリアフリー』は、当社の今後
の方向性を見出す非常に大事な事業
だと思っています。抗がん剤の副作
用で髪の毛を失ったがん患者の方は、
どこで髪の相談をしたらいいのか分
かりません。その点、当社は社員の6
割以上が理美容師の資格を持ってい
ます。そうしたマンパワーを供給で
きる強みを生かし、現在、がんセン
ターを含めて、5つの病院に私どもの
美容室を展開しています。

現場では、美容室独特の匂いがダ
メで美容室に足を運べない患者さん
がいることが分かりました。そこで、

「移動式美容イス」を一部の病院で導
入し、病室内でカットできるようにし
ました。これは将来の訪問福祉、訪
問美容といった世界で、私たちが果
たせる社会貢献の試みとなります。

　

ミュージカル用ウィッグの 
分野などでも活躍

次に、「3．環境への取り組み」で
すが、オーダーメイドウィッグを作

製する際に、頭のかたちに自然な髪
の流れを再現するために使われる
型取り用のフィッターに、「グリー
ンADフィッター」と呼ばれる生分
解性の土に溶ける特殊樹脂を導入
しました。それから、タイ工場では
ISO14001を取得しました。常にど
ういう工夫をすれば環境負荷を軽減
できるかを、本社と生産拠点が一体
となって研究しています。

また、理美容技術を提供する営業
店に「節水用シャワーヘッドの導入」
を実施しました。節水のためだけで
はなく、カートリッジにビタミンCを
入れたことで塩素を除去でき、お客
様の頭皮はもちろん、シャンプーな
どを行う社員の手にも優しい水とな
りました。

そして、「4．学術・文化貢献」と
しては、まず「毛髪関連学会への協
賛」が挙げられます。学会にブース
などを出すだけではなく、毛髪再生
を研究しているマンパワーを活用し、
毛髪関連の学会においてセミナーを
提供しています。

最後に「文化芸能部（スタジオ
AD）によるウィッグ文化の提唱」で
す。1983（昭和58）年、劇団四季
によってミュージカル「キャッツ」
が初演されるとき、激しいダンスの
動きに耐えるウィッグをつくる相談
が、劇団から持ち込まれ、独自のか
つら、ヘアメイクの手法をいっしょ
につくりあげました。その後の劇団
四季のミュージカルのヘア、ウィッ
グに関しましては、私どもがサポー
トしています。　　

本業をヘアソリューション企業へ
と進化させながらも、現業の原点で
あるウィッグを中心とした文化や情
報を発信し続けること、これも一つ
の社会的な貢献、もしくは文化貢献
につながると考えています。
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事例発表
 2

●	本社
新潟県長岡市与板町本与板
45番地

●	代表者
坂田 匠

●	創立
1951（昭和26）年

●	資本金
1,320万円

●	従業員数
127名（2010年4月）

●	事業内容
金属製折板屋根構成部品の設
計・製造・販売、 住宅用建築
金物の設計・製造・販売およ
び金型の設計・製造

●	URL
http://www.sakata-s.co.jp/

株式会社
サカタ製作所

小林　準一
Kobayashi Jyunichi
株式会社サカタ製作所 
取締役 総務部長

職を失った被災者、避難者に
仮設住宅の屋根部品の製作を依頼

収入が断たれた被災者に仕事を提供

社員の満足なくしてCSR向上なし

被災者の手を借りて 
仮設住宅の部品を製作

当社は、体育館やコンビニなどで
使われる屋根の部品メーカーです。
屋根板そのものではなく、その固定
に必要となる金具類をつくっていま
す。屋根部品以外では、ソーラーパ
ネルの金具類なども手がけています。

金属屋根は仮設住宅などにも用い
られます。東日本大震災のために建
てられた仮設住宅の屋根部品のおよ
そ50％は当社でつくられたもので
す。阪神・淡路大震災（1995（平
成17）年）のときは、70％以上が
当社の製品でした。

東日本大震災が発生した直後、屋
根部品の注文が当初7万世帯分入り
ました。1世帯分に小さな金具を30
〜50個使いますので、とてもすぐに
つくれるような量ではありません。　

一方たまたま福島第一原発に近い
（福島県）南相馬市の方80名ほどが、
私たちの会社から歩いて数分のとこ
ろに避難されてきました。地震や水
害の多い「災害大国」新潟の企業と
して何かしなければいけないという
思いで、すぐに水や食料をお持ちし
たのですが、食事は長岡市から一日
三食提供されていて、困った感じは

ありませんでした。
それで何か必要なもの、不安なこ

とはないかと聞いてみると、「収入が
不安」「職場は崩壊状態で働く場が
ない」「やることがなく手持ちぶさた
だ」といった答えが返ってきました。

そこで私ははたと思いました。「会
社には大量に屋根金具の注文が入っ
ているではないか」と。現状では衣
食住に困っていない避難者に不足し
ているのは収入です。その点を私た
ちが補てんできればと考え、作業を
手伝ってもらえないか聞いてみると、
ぜひやりたいと二つ返事をもらいま
した。　

そこから私たちの活動が始まりま
した。すぐに長岡市役所に駆け込み
ましたが、「公の避難所で、被災者
に貴社の業務をさせるんですか。前
例がありません」とのこと。確かに
市役所の言う通りです。ですが、私
たちも引き下がれません。被災者、
避難者の皆さんがやりたいと希望さ
れていると交渉を続け、なんとか許
可が下りました。　

集まってくださった25名ぐらいの
方全員が「やりたい。今後、つくっ
た金具が使われた仮設住宅に入るか
もしれない」「ぼーっとしているよ
りは、復興に役立つのなら」とおっ
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しゃっていただき、避難されて間
もない3月末から組み立て作業をス
タートさせることができました。　

これまで当社は、屋根金具の組み
立てを近くの知的障がいのある方々
の福祉施設にお願いしていました。
非常にゆったりしたスピードで作業
ができるよう、余裕のある納期でお
願いしていたため、福島からの被災
者の方々の作業スピードには驚かさ
れました。通常の5〜7倍のスピード
で組み立てていただきました。

　

中小企業ならではの速さと　
人を動かす感動のチカラ
　
被災地に水や食料、生活雑貨を運

び届けることも非常に重要な支援で
すが、どうしても「与える」「もらう」
という関係が生まれてしまいます。

しかし、今回の私たちの取組は、
被災者と支援者が一体となって復興
につながる動きができたと思います。

一企業のビジネス（利益）につな
がることを「公の避難所」で行うな
ど前代未聞。前例のないこととして
注目されましたが、それを可能にし
たのは当社の意思決定の早さです。
当社は中小企業ですので、思い立っ
たらすぐに「行動・実行」が可能です。
大企業なら上司に稟議を出し、次の
取締役会で決裁……と、1か月はか
かるかもしれません。驚かれるかも
しれませんが、実際に当社の社長は
市役所に社員が交渉していることは
知りませんでした。社員ベースで交
渉し、組み立て作業ができるところ
までこぎつけたのです。

2004（平成 16）年の「7.13 水
害（新潟県と福島県で起こった豪雨
災害）」のときには本社倉庫を無料
開放し、全国から送られてきた支援
物資を無料配布する「楽市楽座」を

行いました。倉庫はいまもそのまま
NPO 団体の備蓄基地として使って
いただいています。　

こうした活動を通じて私たちが
思ったのは、感動というものは伝播
するということです。感動した人間
よりも、感動させた我々会社側の人
間の方が感動のとりこになってしま
うのです。それで、また感動したく
て皆さんのためになるようなことを
したくなるのだと気がつきました。

仕事のモチベーションを 
上げる「家族の会社見学会」

震災後、私たちの中で「働くこと」
に対する考え方に変化が起きている
と感じています。

賃金や出世、豊かな生活のため
に働くことも大事です。ですが、ど
うせなら愛する家族や好きな人、社
会に貢献するために働きたいという
思い、欲求が自発的に社内に芽生え、
強くなってきたように思います。

当社では、新しく４つの心という
経営理念「ものづくり」「信頼づくり」

「人づくり」「社会づくり」を掲げ、そ
れぞれの部門に合った形で活動を進
めています。

また、当社では、3段階のCSRの
シナリオを考えています。第一段階

として社員満足度の向上、そのうえ
に顧客満足度の向上、そして最終的
に企業の社会的責任の向上につなが
るというものです。注目してもらい
たいのは、売上や利益といった幸せ
は、後からついてくるという考えです。

社員満足度の向上の一例として、
総務が企画した「社員家族の会社見
学会」があります。プレス作業の現
場でお父さんがガッシャン、ガッシャ
ンと額に汗を流して働いている姿を、
奥さんや子どもたちに見てもらうの
です。このときの子どもたちの目の
輝きといったらありません。

最後に手紙を子どもたちに書いて
もらいます。これが実に泣けるもの
で、もらったパパにとっては宝物で
す。手紙を書いている脇で、お母さ
んもうるうる涙を流していて、「お父
さん、いい会社に勤めてるね」「残業、
休日出勤があってもいいよ」「多少給
料安くても我慢するわ」というよう
に理解が深まります。

この「見学会」によって、社員は
家庭と仕事を両立できるようになり
ます。社員の働くモチベーション向
上に、大きな効果があると思います。

避難所での組み立て作業の様子

4枚の葉は新経営理念の4つ
の心である「ものづくり」「信
頼づくり」「人づくり」「社会
づくり」を表す

SAKATA/9



事例発表
 3

●	本社
富山県中新川郡上市町川原田21

●	代表者
山崎 宗良

●	創立
1961（昭和36）年

●	資本金
2,800万円

●	従業員数
9名

●	事業内容
コンクリート二次製品・
鬼瓦白地製品製造販売

●	URL
http://www.yamacon.com/

山崎
コンクリート工業
株式会社

山崎　宗良
Yamazaki Muneyoshi
山崎コンクリート工業株式会社
代表取締役

障害者雇用の促進が
労働力確保へとつながる

30年間、障害者雇用率50％を　　
ほぼキープ

障がいのある人の能力を見極め、
適切に配置

障がいのある人が手に職を 
つけるための数々の支援策

北アルプスは剣岳のふもと、富山
県上市町という小さな町で、当社は
1961（昭和36）年、山崎コンクリー
ト工業所という名前で創業いたしま
した。

私には兄がいますが、兄は1歳の
とき、両親の農作業中に乳母車か
らはい出し、農業機械に巻き込まれ
て後頭部に大ケガを負いました。そ
れがきっかけで兄は知的な障がいを
負ってしまいました。

父と母は、自分たちのせいで子ど
もに障がいを持たせてしまったと大
変苦しんだようです。しかし、障が
いを持つ子どもの親の集まり、「手を
つなぐ親の会」で同じ悩みを抱えて
いる人たちと情報交換をして、大変
励まされたと聞いています。

兄が10歳になったころに両親が
コンクリート工業所を創業したので
すが、仕事をしながらちょこまかと
動く兄の面倒が見られないというこ
とで、地元の町立病院の精神科で預
かってもらうことになりました。

その後、「手をつなぐ親の会」の子

どもたちが県の障害者施設（富山県
立新生園）にいたこともあり、私の
両親が彼らの雇用を始めました。　　　

現在は「プレジャーワーク富山株
式会社」という別会社をつくり、そ
ちらに移ってもらっています。

当社は従来「福祉工場」と呼ばれ
ていた施設形態と似ていたので、現
在は「就労継続支援A型事業所」と
いう名称になっています。社会福祉
法人でなくても、株式会社やNPO法
人が福祉サービスをできるようにな
り、国からお金をいただいて雇用を
継続できる形になっています。

当社の障害者雇用のデータが
1981（昭和56）年から残っていま
すが、当時で53.8％、2010（平成
22）年で47.1％と、創業以来、雇
用率50％をほぼ維持しています。
50％といっても、一般管理の社員も
いるので、工場の中では3分の2が知
的障害者ということになります。

定着率を上げるためにつくったの
が社員寮です。規則正しい生活を
送ってもらうためですが、子どもが
寮に入ることにより親御さんたちは
仕事ができるようになりました。　

また、会社として「家族会」をつ
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くり、いまお子さんたちがどんな状
態で働いているか、会社の状態はど
うかということを親御さんたちに対
して年に3回ほどお伝えしています。

ちなみに、「家族会」はグルー
プホームを建設して、2011（平成
23）年の3月に竣工しました。建設
資金の一部を家族会からの寄付で賄
い、運営は地元の社会福祉法人がし
てくださっています。

それまでは当社が生活面も含め、
全て管理していたのですが、会社が
いつなくなるか分かりません。グルー
プホームにすることで社会福祉法人
が継続して運営できますし、地域に
とっても、安心だと思います。

障がいがあろうとなかろうと、死ぬ
のはどうしても親のほうが先です。障
がいを持った子どもが残されたとき、
手に職があり、社会の中で安心して
暮らしていけるようになってほしいと
いうのが私のいちばんの願いです。

　

品質はJISの折り紙つき 
初のJIS認定工場に
　
当社では、クレーン操作も知的障

がいのある人が行います。クレーン
の資格を持っている健常者がいれば、
特別教育を受けることで、障がいが
あってもクレーン操作ができるのです。

品質保証のためにも、1995（平
成7）年には何とかJIS認定工場にな
ることができました。現在も継続を
しています。当時、知的障がいのあ
る人がたくさん働いている会社でJIS
を取るというのは初めてということ
でした。

さらに、当社では小冊子を使っ
たコーチング型の朝礼をしています。
障がいのある人にも読んでもらうた
めに、別紙にルビを振っています。
また、小冊子にある質問に障がいの

ある人にも答えてもらいますが、基
本的には何を言っても拍手をします。　　

当社はコンクリート製品をつくる
会社です。仕事は毎日、生コンを型
枠の中に流し込んでは固めるといっ
た同じことの繰り返しです。業務中
はつねに単調で機械的になりやす
いので、このように朝礼の場で自ら
考え答えてもらうのも、意思を持っ
た行動をしてもらい、何かしらの成
長につながればという思いからです。
また、社内のコミュニケーションが
活発になるという利点もあります。

　

長期雇用を見越した面接、実習で 
能力、労働意欲をチェック
　
当社の面接も特徴的だと思います。

面接には、養護学校（特別支援学
校）の先生や親御さんなどに連れら
れて来ます。まず名前、住所、生年
月日などを聞きますが、障がいのあ
る人本人がちゃんと答えるかどうか
をチェックします。

次にそれを字で書いてもらいます。
それにより手先がどのくらい器用か
わかります。器用かどうかは採用基
準ではなく、当社のどの部門で活躍
できるかを見るわけです。能力を発
揮して活躍してくれれば会社にとっ
てプラスであるし、本人もたくさん
給料をもらえることになります。

一人ひとり能力が違いますので、
まずはどんな仕事かを見ていてもら
います。養護学校（現・特別支援学
校）から実習に来られる場合、期間
は2週間ぐらいになります。その期間
に働くのが好きかどうか、また労働
意欲や得意な部分を見つけることが
できます。

実習期間中はなるべく寮に泊まっ
てもらいます。生活をともにするこ
とで他の従業員との相性や嗜好、癖、
特徴などもつかむことができます。

賃金については、基本的には働い
た分だけ支払うというスタンスです。
当社の場合は、平均すると最低賃金
の大体80％程度をお支払いしてい
ます。仕事に対しての評価表をつく
り、点数をつけて評価しています。　　

社員が会社を辞めるいちばん大き
な原因は、人間関係です。誰かと誰
かが仲が悪くなった場合は配置転換
をします。ただ、この配置転換で何
ができるかをもう一回見極めること
ができますし、またできる仕事が増
えていくので、本人のスキルアップ
にもつながることがあります。

今後、労働人口の減少に対して、
障害者雇用は労働力確保に有効で、
そこから新しいビジネスモデルが生
まれる事例もありますが、当社では、
社風が改善されたことがいちばんの
プラスになっています。

2011（平成23）年3月に竣工したグループホーム。会社に何かがあっても、
社会福祉法人が運営してくれているので安心

Yamazaki Concrete/11



田中 宏司
東京交通短期大学学長・教授
日本規格協会「ISO26000JIS化本委員会」
委員

箕輪 睦夫
株式会社アデランス 
CSRプロジェクト
ジェネラルマネージャー

菅原 和巳
株式会社アデランス
CSRプロジェクト課長

小林 準一
株式会社サカタ製作所
取締役 総務部長

山崎 宗良
山崎コンクリート工業株式会社 
代表取締役

田中　各社とも企業の存在意義、役
割というものがそれぞれのCSR活
動の中ににじみ出ていますね。
菅原　弊社の「CSR活動のポイン
ト」に、今年（2011（平成23）年）
10月、数項目追加されました。ま
ず、「お客様の安心・安全」の項目に、

「適切な接客のための医療講習の実
施」を加えました。最近は特にがん
患者さんなど医療関係のお客様が
多くなり、接客に際して非常に繊細
な対応が必要となっています。その
対応のために外部の専門家による
講習を行い、3,000人弱の社員のう
ちの1,100名以上の者が受講してい
ます。　
　また、「環境への取り組み」の項目
に「フォンテーヌの緑の森キャンペー
ンの実施」をプラスしました。これ
は、不要になったウィッグを回収し
てお客様に割引クーポン券をお渡し
して、お客様がそのクーポン券を使
用するたびに当社が売上の一部を拠
出し、植林活動に活用するというも
のです。今年（2011（平成23）年）
で3年目になりますが、山梨県にす
でに300本以上の木が植えられてい
ます。
　そして「学術・文化貢献」の項目

企業の存在価値、役割が
反映されるCSRアプローチ

に「人工毛髪の研究開発」を追加
しました。実はウィッグにはもとも
と人間の髪の毛が使われていました。
実際に中国の子どもたちの髪の毛を
購入していたこともあったのですが、
それ自体、人権に関わる問題に抵触
する恐れもあるため、人工毛髪の研
究を始めることになりました。現在、
オーダーメイドウィッグの8割が人
工毛髪です。
　その研究自体を続けているのは
世界で当社だけではないでしょうか。
東京工業大学と共同研究し、その成
果を国際学術学会などだけではなく、
社会の皆様にもきちんと報告してい
きたいと思います。

　

　
田中　次に小林さん、被災者ととも
に復興、そして社会貢献するきっか
けは、何かあったのでしょうか？ 
小林　被災者支援の動きが社内で
浸透したのは、やはり2004（平成
16）年の「7.13水害」が大きかっ
たと思います。それまでは各個人で
ボランティア運動に参加することは
ありましたが、会社ぐるみで取り組
んだのはそれからだと思います。
　「7.13水害」では会社自体も被害
を受けましたし、「○○の家が床上

自分たちの被災体験から
生まれた社会貢献の意識

●コーディネーター

●パネリスト

新潟	 Niigata

パネルディスカッション

本業に根差したCSRで
　企業の存在価値、役割を明確に
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浸水だ、行って泥水をかき出そう」
などと従業員が結束し、家族も巻き
込んで助け合いの動きが芽生えた
と思っています。それが今回の東日
本大震災では、避難者に対する支
援という、社外に向けた大きな取組
につながったと思っています。
　また、事例発表で触れた「新経
営理念　4つの心」についてですが、
四つ葉のクローバーをこの運動のシ
ンボルマークにして、名刺や会社の
カタログにも載せています。社外か
ら「おや、これ何だい？」という反
応もいただくようになり、経営理念
が社員にとって、ただのお飾りとい
うわけにはいかなくなりました。経
営理念を自分たちの行動計画に落と
し込んで、社外の人に説明できるよ
うにしています。

田中　続きまして、山崎コンクリー
ト工業の山崎さん。御社のような障
がいのある人の雇用を行った場合、
民間の企業として収益的に見てど
うなのでしょうか。障害者雇用率
50％を維持していくというのは並
大抵のことではないと思いますが。
山崎　これまで山崎コンクリート単
体での経営状態では、年間に200
万から400万ぐらいの助成金をい
ただいていますので、そういった
部分で少しプラスになります。ただ、
公共事業にずっと携わってきてあぐ
らをかいていまして、新規の商品の
開発やお客様のニーズをとらえると
いうことには少し疎かったかなとい
う部分があります。そういった部分
のほうが会社の採算を大きく左右す
ると思います。
田中　皆さんのCSRの取組を聞い

障害者雇用率50％で
採算は大丈夫なのか？

ていますと、最終的に社風の変化と
か、働いている従業員の意識の変化
につながっています。そういう流れ
が循環して、最終的には会社そのも
のの力、いわゆる企業価値の上昇と
か、あるいは企業の評価、社会から
の評価が上がるとか、また社員が自
己実現できるとか、さまざまなこと
があろうかと思いますが。
箕輪　先程も触れましたが、人工
毛髪の研究・開発における試行錯誤
などのように、社会貢献、学術貢献
に関する成果を上げた社員にスポッ
トライトを当てるのもCSRの大きな
役割だと思っていますので、これか
らも積極的に発信していこうと思っ
ております。
菅原　「企業の社会的責任」という
言葉はだんだんと定着しつつあると
は思いますが、中小企業などにとっ
ては取組自体に壁もあって、簡単
にできないこともあるかと思います。
ただ、私もこの半年間、「CSRプロ
ジェクト」に参画してきて気づきま
したが、意識しなくても、知らない
うちにCSRにつながっていること
が必ずあるものです。本業をまっと
うして、社員一人ひとりがお客様や
社会のために何がいいことなのかを
考えながらやっていく、これ自体が
企業の本質に根差したCSRにつな
がっているのではないかと思います。

小林　福島の被災者、避難されて
いる方と避難所で触れ合っていく中
で感じたのが、故郷の言葉、方言の
大切さ、よさというものでした。私
たち新潟県民もイとエの発音が同じ
になりますよね。新潟の有名な「越
後姫」というイチゴがありますが、

本業に根差すCSR活動　　　　
でなければ長続きしない

「エチゴヒメ」と言っても、「イチゴ
ヒメ」と言っても、お店では間違い
なく「越後姫」が出てくるでしょう。
新幹線のアナウンスで「イチゴユザ
ワ」と聞こえましたら、ああ、この
車掌さんは新潟の人だなと思ってく
ださい。
　イとエも同じように扱っていくよ
うな、そんな寛容な新潟県民であり
ます。イとエと同じように被災者も
支援者もいっしょだよという感覚を
持って、ともに復興していこうとい
うことを会社の方針として、考えて
いきたいと思っています。
　CSRについての当社のスタンス
としては、なかなか大企業のまねは
できませんが、あくまで本業を通じ
てできる範囲でどんどんやっていき
たいと考えています。
山崎　社風の変化ということを考え
てみますと、父と母が創業してしば
らくの間、社内では自分たちの給料
が全部障がいのある人に配られてい
るのではないかという声もあったと
聞きます。昭和30年代、当時はま
だ、現在のように理解も広がってい
ない時代でした。そういう声を聞き
ながらも、ずっと障害者雇用を続け
てきましたが、いまではとてもいい
雰囲気です。後から入ってくる健常
者の方々も障がいのある人たちがい
るということが前提で入ってきます
ので、むしろプラスになっているか
なと思います。
田中　CSRのために業績が悪くなっ
たというのでは、何のためのCSRか
わかりません。やはり、本業に根差
した活動というところが大事になり
ますね。ありがとうございました。
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　私はパナソニックに勤めていた頃、どうもCSRと
かコンプライアンスというのは机上の空論で、きれ
い事の世界だなという印象を持っていました。そん
な中で、初代企業倫理室長に任命され、退職前の10
年間手探りで取り組みました。本日は、私自身が腑
に落ちたことだけを申し上げたいと思います。
　お話しする内容は大きく分けて次の5つです。
　「①CSRの経緯と背景の再確認」「②今、求められ
るCSRとコンプライアンス」「③社会的責任の原則
とCSRの重要分野」「④人権とその課題」「⑤職場の
身近な人権問題（セクハラやパワハラなど）」。
　最初に、CSRの経緯と背景についてです。私は大
阪の豊中で生まれ育ちました。家の近くにはご夫婦
で経営されているお好み焼き屋がありました。この
ご夫婦のやっておられたことが、実は今で言うCSR
そのものだったのです。おいしいものを食べてもら
う。その報酬としてお金をいただく。食中毒を出さ
ないよう、材料を吟味し、手もよく洗う。こうした
意識と行動がCSRの根本なのです。
　2000年代に入って「CSR」が流行語になり、求め
る声も強くなりました。その背景には企業や組織に

CSRの根本にある意識と行動、
そしてISO26000の発行

よる不祥事の多発があります。そして「ISO26000」
の発行です。これは専門家だけでなく、60か国以上
の産業界、労働組合、政府、NGOなどの方々が集
まって、10年近く議論を経てできあがったものです。

　なぜ、今CSRやコンプライアンスが求められるの
でしょうか。不祥事が起こるたび、マスコミでは腹
黒い人間が自分の利益のためだけに悪いことをした
ように報道しています。しかし、私は企業に36年間
勤務し、現在、東京と大阪で30社くらいの企業の方々
と研究会をし、さらに講演で、おそらく1年間に40
〜50社の会社と交流をする中で、腹黒い人間による
不祥事は1割か2割で、8割から9割の不祥事は、根っ
こに問題があると実感しています。
　問題の1つは、何が大切で何が大切でないのかと
いう「判断と行動の物差し」が変わってきたことで
す。2つ目は、災害などリスクが多発する中で、企
業への社会からの期待、要求が変化してきているこ
とです。しかし、人間の「判断と行動の物差し」は
急に変えられません。そのギャップが不祥事を生ん
でいるのです。
　私は学生時代、豊中の農村の祖父宅に泊まりに行
った時、2つの農耕文化を感じました。1つは話し合
い。2つ目は助け合いです。農業を営む人は減って
きましたが、この文化は日本社会に色濃く残ってい
ます。これに対し、現在はアメリカとイギリスの文
化が全世界を先導しています。これを新自由主義な
んて言いますが、「狩りの文化」と言った方がぴた
っとくるのです。これは能力のある人が獲物を総取

今、求められるCSRとコンプライアンス

池田　耕一
立命館大学大学院経営管理研究科
客員教授

大阪	 Osaka

基調講演

CSR（企業の社会的責任）と
　人権がつくるこれからの未来
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りできる文化で、実は格差が大きくなるのです。私
はこの「狩りの文化」に基づくグローバルスタンダ
ード化には反対です。どこかで壁にぶち当たって、
話し合いと助け合いの要素をもっと盛り込んだグロ
ーバルスタンダードになってほしいと思っています。

　
　社会的責任の原則は、①説明責任、②透明性、③
倫理的な行動、④ステークホルダーの利害の尊
重、⑤法の支配の尊重、⑥国際行動規範の尊重、⑦
人権の尊重の7つと言われています。10年近く論
議されているものですが、欠点が1つあります。そ
れはトゲトゲがなくなっていることです。ほとば
しるような思いが消えてしまっています。しかし、

「ISO26000」はお勧めですので、できれば読んでく
ださい。言葉と言葉の間にものすごく深い思いと実
態があります。CSRで関心の高い分野は、やはり環
境（エコ）です。それから人権、労働、消費者、社
会貢献。私はパナソニックで企業倫理室長をしてい
た時から、組織統治が大事だと思っていました。こ
れらに共通する分野がコンプライアンスです。倫理
は何が重要で何が重要でないのかという「判断と
行動の物差し」ですが、これはすべてに関係します。
共通基盤分野がコンプライアンスなのです。

　人権はすべての人に与えられた基本的な権利です。
人権の課題8つを確認しておきます。
　①デューディリジェンス（包括的かつ積極的な注
意）によって人権侵害をしない、②危機的な状況、
紛争などに目を向けて人権侵害をしない、③人権侵
害に直接的にも間接的にも加担しない、④苦情の解
決の手続きを確立する、⑤差別を行わず、社会的弱
者の権利を守る、⑥と⑦として、市民的、政治的に
さまざまな権利を尊重する、⑧労働における基本的
な原則と権利を守る。
　③の人権侵害に加担しないということは、受益的
にも加担しないということです。10年ほど前、欧米
でティファニーなどが「紛争ダイヤモンドを扱いま

社会的責任の原則とCSRの重要分野

企業における人権とその課題

せん」という広告を出しました。また、暗黙の加担
もしない。中国の広州では、フォックスコンという
電子機器受託産業の大会社で自殺者が10人を超える
という報道がありました。数日後、任天堂は「監査
チームを派遣する」と発表しました。Wiiなどの製
造をそこに委託しているからです。するとその翌日、
アップルのスティーブ・ジョブズは「フォックスコ
ンがそのような過酷な労働環境ではないことはすで
に監査済みである」と発表しました。両社は、もし
過酷な労働環境から得た商品を売っているというこ
とになれば、社会的なブーイングが出ることを察知
してそのような動きをしたわけです。

　

　最後に、身近な職場の人権問題であるセクハラや
パワハラについてお話しします。1999（平成11）年
に男女雇用機会均等法が改正されて、事業主に対す
るセクハラ防止のための配慮義務が規定されました。
それが2007（平成19）年にはそういうことが起こら
ないよう具体的な取組を求める措置義務になりまし
た。
　そこでセクハラ防止の取り組み方についてですが、
これはコンプライアンスと同じです。①セクハラを
禁止するという方針を文字にして周知し、セクハラ
をした人には厳正に対処する、これを就業規則など
に規定して徹底する。②相談窓口など対応体制を整
備する。③迅速にかつ適切に対応する。④プライバ
シーを保護する。これらが事業主が講じるべき措置
です。
　一方、パワハラについてです。近年大きな問題に
なっていますが、現時点ではセクハラのような特定
の法規制は策定されていません。部下指導の範囲
かパワハラか微妙なところがあるのも事実です。パ
ワハラなどへの取り組み方はPDCA（プラン、ドゥ、
チェック、アクト）を回すことが骨格となります。
　人権というのは本音で語らないといけません。机
上の空論だけでは、百害あって一利なしです。お互
いを尊重し合い、助け合いながら生活をし、仕事を
する。そういう時代に近づけていきたいと思ってい
ます。

職場の人権問題（セクハラ、パワハラ）
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事例発表
 1

●	本社
大阪府大阪市西区九条一丁目
26番9号

●	代表者
福田 敬子

●	創立
1960（昭和35）年

●	資本金
1,000万円

●	従業員数
417名

●	事業内容
総合ビルメンテナンス（清掃、
設備、警備、受付、電話交換）

など

●	URL
http：//www.oshiro.biz/
index.htm

大代興業
株式会社

吉田　順子
Yoshida Junko
大代興業株式会社
経営企画室総務課長

就労困難者
支援

人が働く喜びを
呼び覚ます支援を行う

支援機関と連携した取組

個人を尊重した就労訓練

継続して働くための 
バックアップ

当社は1900（明治33）年に伊勢
組として創業し、1960（昭和35）
年に会社設立をいたしました。事業
内容は清掃、設備、警備といった総
合ビルメンテナンスを中心に、公園
管理なども行っています。

弊社は障がいのある人やホームレ
スなどいわゆる就労困難者の雇用を
促進していますが、初めの一歩は障
害者雇用でした。通称「エル・チャ
レンジ（大阪知的障害者雇用促進建
物サービス事業共同組合）」という中
間支援組織で就労訓練を受けた方を
雇用しております。障がい特性によっ
て、職務遂行にかかる指導方法も一
人ひとり違ってきますので、作業内
容の確認、職場内の支援者への伝達
などを支援機関と連携して進めてい
きます。

そして目指すのは継続雇用です。
知的障がいのある人が日々の生活の
変化に対応しながら働き続けるため
には、就労面だけでなく企業が介入
しにくい生活面などの支援が必要と
なります。また、本人から職場の悩
みを聞き取ったり、職場支援者から
相談を受けたりするなど、定着のた

めに多くの場面で支援機関と連携を
取りながら障害者雇用に取り組んで
まいりました。2011（平成23）年
度の実雇用率は21.49％です。これ
らの取組が評価され、「大阪府ハー
トフル企業顕彰制度」において大阪
府ハートフル企業大賞（2003（平
成15）年度）、同ハートフル企業貢
献賞（2004（平成16）年度）、同
ハートフル企業分野賞（2005（平
成17）年度）と、3年連続で受賞さ
せていただきました。

また弊社では、北河内西障害者就
業・生活支援センターと連携し、精
神障がいのある方を対象とした社
会適応訓練にも取り組んでおります。
精神障がいのある方が一定期間協力
事業所に通い、仕事を通じて集中力、
対人力、持久力、環境適応能力を養
うための訓練を行うことにより、社
会的自立を促進し、社会復帰を図る
取組です。

ホームレスの 
社会復帰への取組
　
2006（平成18）年からはホーム

レスやニートなどの就労生活支援
を行うNPO法人釜ケ崎支援機構と
JV（ジョイント・ベンチャー）を組

1

2

Point

Point
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み、大阪府営公園の指定管理者とな
り、ここを拠点にホームレスの就労
訓練に取り組むこととなりました。

対象となるのはホームレスや日雇
い労働をしながら簡易宿舎で生活を
している方たちです。公園管理の仕
事を就労訓練として行います。作業
内容は公園内の除草、剪定、清掃で
す。それから花かごやプランターに
花を植え、地域への設置も行います。
訓練は1回に2人から4人で、期間は
2か月です。終了すると就職活動を
する方にアドバイスなどを行います。
この支援により、就労やモチベーショ
ンアップにつながった方は300人を
超えています。

　

ホームレスが抱える 
問題とサポート
　
不況による倒産やリストラの影響

で、ホームレスの年齢層は低くなっ
ています。一度社会人としての生
活から離れてしまうと、社会の仕組
みに戻れない、口もうまくきけなく
なりコミュニケーションが取れない、
一旦就職しても続けるのが苦しくな
る、などの問題があります。ホーム
レスは仕事がないから働けないわけ
ではなく、このような心境から毎日

働くのがしんどいのです。彼らの多
くは世間との縁を切っていると言わ
れています。そのため、彼らの心に
は社会に対する不安と壁があります。
就労訓練を行う際、スタッフたちは
この心の壁を取り除くための関係づ
くりに努めています。

例えば無断欠勤者に対し、頭ごな
しに「休む時は連絡するのが社会の
常識」と言っても逆効果になります。

「休んでも構わないから連絡だけは
してほしい」と説明すると理解して
くれます。また、野宿生活者や簡易
宿舎での生活が長い方は、働くこと
を必要以上に求めていないケースが
あります。この場合は、仕事のスケ
ジュール配分に注意しないと長続き
しないことがあります。

また、ホームレス自立支援センター
と連携し、ホームレスの雇用にも取り
組んでおります。2007（平成19）年
は31名、2008（平成20）年は17名、
2009（平成21）年は14名、2010

（平成22）年は23名が就労しまし
た。中には無断欠勤をして音信不通
になってしまう方もいますが、現場の
責任者としてリーダーシップを発揮し、
活躍する方もいます。

中には、路上での無理な生活によ
り身体が弱っていて、長期入院が必

要となり、就労意欲があるにもかか
わらず退職しなければならない方も
います。このような場合は、支援機
関と連携し、退職後の支援を行いま
す。

就労困難者支援が 
企業の成長を促す

就労困難者支援に必要なのは、み
んなが笑顔で働けるよう工夫するこ
と、それぞれに適した働き方を探る
こと、同僚を働く仲間であると心の
底から思える職場をつくることです。
それから、社会参加の意識を育むの
も重要なことです。公園という場は
多くの人と接点ができる環境なので、
自然と人の役に立つ仕事を心がける
ようになります。「この公園のトイレ
を大阪一きれいなトイレにしたい」
と自発的に取り組んでいる方もいま
す。就労困難者が働く喜びに目覚め、
いきいきと働く姿に変わるのを見る
ことが、私たちの喜びです。

さて、企業が就労困難者を雇用
する良さとはどんなことでしょうか。
それは、仕事の効率を上げるにはど
う指導すれば良いかなど、仕事を全
体的に見直すきっかけになるという
ことです。また、各自の仕事配分を
工夫することで社員一人ひとりのモ
チベーションが上がるため、会社の
成長にもつながります。

今回紹介させていただいた取組
は、人と人のつながりや、関係機関
とのつながりを大切にしてこそ実現
し、継続できていることです。社会
を構成する一員として、こうしたつ
ながりを大切にして今後も活動を続
けていきたいと思います。

社会適応訓練で電車内を清掃する様子。
仕事を通じて社会的な自立を促す
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事例発表
 2

●	本社
京都府京都市南区東九条
西河辺町33

●	代表者
植木 力

●	創立
2001（平成13）年

●	資本金
1,000万円

●	従業員数
10名

●	事業内容
オフィス用品の法人向け販売
オフィス家具の販売、
ファシリティ・マネジメントの指導
作業用品・専門工具の販売　

など

●	URL
http：//www.castanet.co.jp/

株式会社
カスタネット

植木　力
Ueki Chikara
株式会社カスタネット
代表取締役社長・社会貢献室長

障害者支援
/国際協力

日本中の組織が関心を寄せる
「小さな企業のCSR報告書」

企業規模にあった社会貢献活動

CSR報告書の作成で
社員のモチベーションアップ

社会貢献と事業が 
シンクロナイズする企業に

当社は2001（平成13）年に、京
都に本社を構える大日本スクリーン
製造株式会社の社内ベンチャー支援
制度を利用して創業しました。本来
の社内ベンチャー制度は、仮に事業
が失敗しても親会社に戻れる出向型
なのですが、私の場合は19年勤め
た大日本スクリーンを退職しての起
業でした。しかも、その事業内容は、
文房具などのオフィス用品やオフィ
ス家具などを法人向けに販売すると
いう、それまでの仕事とはまったく
異なるものでした。その起業時に、「カ
スタネットは、いつも社会と共鳴す
る企業をめざし、社会貢献と事業が
シンクロナイズする姿を追い求めて
います」との企業理念を掲げました。
そして、その企業理念を実現すべく、

「できることから」という思いで、授
産施設に軽作業（DMの袋詰め作業
など）を発注したり、障がい者スポー
ツ大会（全国車いす駅伝競走大会・
障がい者シンクロナイズドスイミン
グ）に協賛させていただくことを始
めました。

しかし、思うように事業は上手く

いかず、２年にして６,０００万円の
累損を作ってしまいました。会社は
崖っぷちに追いこまれましたが、そ
んな状況のなかでも、企業理念を
曲げることはしませんでした。ある
時、カンボジアに学校を建設する活
動をされている方から、学校で使う
文房具がないことをお聞きしたとき
も、「それなら当社で文房具を集め
よう」ということになりました。文
房具を扱う赤字のベンチャー企業が、
文房具を売らずに、日本中から文房
具を集めてカンボジアに送る。その
姿は、メディアの関心を集め、テレビ、
新聞、ラジオ、雑誌などで、紹介さ
れるようになりました。

会社存続の危機を救った　　
社会貢献活動

2003（平成15）年、私は、日本
中から集まった文房具を届けるため
に、カンボジアの子どもたちを訪ね
ました。ある小学校へ行ったときの
ことです。私は英語も現地語も話せ
ないため、2人の通訳（日本語から
英語に訳す人/英語から現地語に訳
す人）に同行してもらっていました。
今にも壊れそうな小屋のような校舎
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を目の前にして、私は「何とかした
いですね」と、2人の通訳を介して、
言いました。帰国して数日後、ある
NGOから、「いつ学校を建てると約
束したんですか？」との問い合わせ
がありました。どうやら、通訳の際に、

「何とかしたいですね」が「何とかし
ます（＝学校を建てます）」になって
いたようです。そのNGOは、山崎製
パンさんが作ったNGOで、カンボジ
アにも現地事務所を構えていました。
当時の私には6,000万円の赤字があ
りましたから、銀行からお金は借り
られません。そこで、すぐに東京の
ＮＧＯを訪ね、「私を信じて無利子無
担保でお金を貸してください」と懇
願し、借金をしたのです。その結果、
6つの教室とトイレを備えた、とても
立派な学校が建ちました。村の人た
ちが本当に感激してくださって、私
は借金をしてでも学校をつくって本
当に良かったと心から思いました。

そして、ちょうどその頃から、京
都や大阪などの関西圏の人たちが、

「オフィス用品を買うならカスタネッ
トから買ってあげよう」という運動
を始めてくれたのです。そのお陰で、
私は6,000万円の累損も、学校建設

のためにお借りした350万円も一気
に返済できました。当社は、社会貢
献活動を続けていたおかげで生き残
ることができたのです。

小さな企業のCSR報告書　　　　　　

当社のCSR報告書は、日本中の
企業、行政、学校、個人など、実に
さまざまなところから郵送依頼があ
り、何度も増刷をしています。そし
て、非常に多くの方々が「カスタネッ
トさんは、CSR報告書まで作成して
すごいですね」と仰ってくださいま
すが、CSR報告書の作成には、何も
ルールはありません。自分たちがやっ
てきたことをそのまま書いてもいい
し、今後しようと思っていることを
書いてもいいのです。会社案内を作
れるお金があれば、CSR報告書は作
れます。「社会貢献活動もCSR報告
書の作成も大企業のもの」との先入
観がありますが、そんなことはあり
ません。当社は、私を含めて従業員
数9名ですが、社会貢献室長も室員
もいます。当社のような、たった9
人の会社でもできるのですから、ど

んな規模の会社でも、やろうと思え
ばできます。

実は、当社のCSR報告書には、「こ
れからの取り組みと課題」として、
あえてできてないこと、つまり「し
たいけど、できないこと」を書いて
います。こうした本音で書いた部分
が、読まれた方からの信頼につな
がったらしく、CSR報告書全体とし
て非常に高い評価を頂いております。
当社の場合は、印刷を除くすべてを
社内でつくりましたが、そのことに
より、社内全体のモチベーションが
上がりました。CSR報告書の作成に
費用はかかりましたが、それ以上に
プラスの効果があったといえます。

ビジネスを通じて 
社会の課題を解決

社会には、地域の課題、障がい
のある人の課題、少子高齢化の課
題、東日本大震災関連の課題も含
め、様々な課題があります。こうし
た課題を、ビジネスを通じて解決し
ていく活動、つまり、ソーシャルビ
ジネス（社会的企業）が、これから
は必要だと思われます。ビジネスで
すから、利益を上げることは重要で
す。でも、それと同時に社会の課題
も解決していく。これは、NPOでも
大企業でも中小でもベンチャー企業
でも、できることではないでしょうか。

企業の営利活動と社会貢献活動
は、相反するものと考える方もいらっ
しゃるでしょう。しかし、この2つに
は親和性があるというのが私の考え
です。車の両輪と同じように、両方
においてバランス良く活動すること
が、企業の発展には必要不可欠なの
だと思います。

借金をしてカンボジアに作った小学校。心ある活動が消費者を動かし、会社の業績アップに

昔の校舎

CastaNet/19



事例発表
 3

●	本社
大阪府大阪市中央区城見
二丁目1番61号
MIDタワー 14階

●	代表者
大木 滋

●	創立
2005（平成17）年

●	資本金
5,100万円

●	従業員数
24名

●	事業内容
半導体パッケージおよび電
子機器一般に関する受託シ
ミュレーションサービス／ 
CAE（Computer  Aided 
Engineering）に関するソリュー 
ション提供

●	URL
http：//www.sim24.co.jp/

株式会社
SiM24

大木　滋
Ooki Shigeru
株式会社SiM24
代表取締役社長

女性の
雇用支援
/遠隔地勤務の

促進

完全在宅勤務制度の活用で
女性に優しい働き方を創造

在宅勤務制度の導入

社員を120％信頼し、褒める

子育て中の女性でも働ける　
在宅勤務制度

当社は、2005（平成17）年にパ
ナソニックのベンチャー企業として
設立されました。SiM24のSiMはシ
ミュレーションを意味し、24には、
いずれは24時間365日設計に対応
できるような仕組みを作りたいとの
意味がこめられています。なお、当
社は主に3つの業務から成っており
ます。1つ目は熱、構造にわたるシ
ミュレーション技術（応力、熱流
体、震動解析）の受託。2つ目は設
計完成度の向上や課題解析を目指
したコンサルタント。3つ目はCAE

（Computer Aided Engineering）
導入のための技術支援、技術確立、
人材育成、インフラ整備などです。

親会社のパナソニックは、経営理
念を非常に大切にする会社であるこ
とから、私もそれに倣い、次の3つ
を当社の会社理念に掲げました。①
バーチャル試作による、設計期間の
短縮及び試作費削減に貢献するシ
ミュレーション技術の提供。これは、
後戻りの少ない論理的設計手法によ
り、設計完成度を高めていくという
ものです。②設計業務の新たなしく
み創りへの挑戦。これは、テレワー

クやネットワークを活用し、低コス
トかつ短納期を目指すものです。③
社会的なニーズへの対応。これは、
労働人口が減少していく状況や、女
性の活用が不十分である現状を踏ま
え、在宅勤務や遠隔地勤務が可能な
社会をつくりだしていこうというも
のです。当社の従業員数は非常勤の
顧問等を含め24名。そのうち3名が
営業職の常勤社員で、18名が技術職
のサテライト社員（完全在宅勤務制
の社員）です。その18名全員が女性
で、全員が子育て中のお母さんです。

ちなみに、在宅勤務を始めた理由
についてですが、当初は、親会社で
一緒に働いていた仲間と仕事をしよ
うと思っていました。しかし、それ
がうまくいかず、どうしようかと考
えたときに、在宅でなら能力を十分
に発揮できる優秀な女性の方たちの
存在に気づいたのです。したがって、
在宅勤務制度の導入は必然的だった
と思っています。

在宅勤務制度を円滑にする　
5つの要素

現在、本社の業務は3人で行って
います。仕事の流れとしては、お客
様から解析依頼を頂くと、まず営業
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担当がお客様を訪問し、ご要望をう
かがい、業務に必要ないくつかの書
類を作成します。その後、サテライ
ト社員のなかでも、いわゆるチーフ
的なポジションにいるスタッフに仕
事を投げます。チーフはスケジュー
ルや担当する人数などを吟味したう
えで、1人あるいは複数で実際の解
析作業を行い、報告書を作成します。
この報告書は、本社の営業に戻され、
その内容がお客様の求めている内容
に合っているかどうかが精査されま
す。その間に必要なやり取りは、会
社の携帯電話、メール、WEB会議
システムを通じて行われます。

在宅制度を上手に活用するには、
5つの要素が重要になります。まず
1点目は「明確な業務分担」。仕事の
ワークフロー、イン、アウトを明確
にしておくことが重要です。2点目
は「コミュニケーション」。会社の携
帯、メールやWEB会議の仕組みをフ
ルに活用し、十分なコミュニケーショ
ンを心がけることが大切です。3点
目は「スキルアップ」。「シスター制（入
社1年目の社員には選任のアドバイ
ザーが付くという制度）」や「5人組
制（1人で問題を抱えこんでしまう
ことを防ぐため、何でも皆で共有し、
お互いを助け合う仕組み）」を通じ
て、それぞれがスキルアップできる
仕組みを整えておくことがポイント
です。4点目には、やはり「信頼関係」
を構築すること。そして、5点目が「黒
子役」の必要性です。これは会社に
来ることが難しいサテライト社員の
ために、庶務や人事、技術などに関
わる雑務をすべて引き受ける人間が
絶対に必要だということです。この
作業は私が率先して行っています。

ちなみに、ベンチャー企業の経営
は、なかなか厳しいところが多いの
ですが、当社は2年目から単年の黒

字、6年目からは累損解消で経営が
成り立っています。おそらく、先述の
要素を機能させていることが一定の
効果をあげているものだと考えます。

在宅勤務制度のメリットと　
デメリット

在宅勤務にはメリットもデメリッ
トもあります。まずメリットですが、
小さな本社なので、本社費用は極め
て安く済みます。今でも机は4脚で
済んでいます。そして、災害時に強
いことも大きなメリットです。当社
には、山形県在住のサテライト社員
がいるのですが、東日本大震災が発
生した後でも、電気やネットワーク
が復旧した時点から勤務が可能でし
た。また、シミュレーション業務に
おいては、一定の時間、計算を流し
ていることがあるので、その間、家
事や育児ができる点もメリットだと
思います。加えて、ご主人の転勤な
どに左右されることなく、仕事を続
けられることもメリットだといえる
でしょう。他にも、自宅が職場です
ので、通勤時間も省けますし、お化
粧や着替えに時間をかける必要もあ
りません。

デメリットは主に2つ。1つ目は、
就業時間の管理ができないこと。こ

れは発想を変えることで解消しまし
た。時間で管理するのではなく、実
績で管理をするようにしたのです。
そして、在宅勤務を認めている以上、
サテライト社員を120％信じること
が重要だと思います。主婦でありお
母さんであり、その上CAEまでこな
す彼女たちを心から尊敬し、信用す
ること。これは、とても大切なこと
です。デメリットの2つ目は、業務連
絡が伝わりづらいこと。しかし、こ
れも「伝えようとする意志」、または
受け手の「聞こうとする意志」が確
立されていれば、解消される問題だ
と思います。

メリットを生かし、デメリットを解
消していけば、在宅勤務制度はとて
も魅力的な制度だと思います。そし
て、円滑に仕事を進めるうえで、最
も重要なのは「褒めること」ではな
いでしょうか。たとえば、直しても
らいたい箇所があるときに、それだ
けを伝えるのではなく、褒めるべき
ことを褒めたうえで、直しの依頼を
する。これだけで、仕事はとてもス
ムーズになります。

これからも、優秀な女性たちが存
分に能力を発揮することができるよ
うな仕組みを整えつつ、高度なもの
づくりで世の中に貢献する会社とし
て前進していきたい考えです。

在宅勤務制度の利用で、子育て中の女性でもサテライト社員として働くことができます
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池田 耕一
立命館大学大学院経営管理研究科客員教授

吉田 順子
大代興業株式会社
経営企画室
総務課長

植木 力
株式会社カスタネット
代表取締役社長・
社会貢献室長

大木 滋
株式会社SiM24
代表取締役社長

池田　カスタネットの植木さんに
ソーシャルビジネスに関する質問で
す。「現在の取組と今後の展望は？　
また、ソーシャルビジネスを推進
していく上で、行政に求めること
は？」との内容です。
植木　現在の取組としては、当社
で販売しているトナーカートリッジ
の売上の1％をカンボジアの子ども
たちの給食支援にあてる活動をして
います。今後も、どこへいくら寄付
するのかを透明化しながら、こうし
た活動を続けていくつもりです。行
政に対しては、ソーシャルビジネス
に対してより積極的になっていただ
きたいですね。今年度から、京都
市がソーシャルビジネスに対して予
算をつけました。京都府も来年度か
らソーシャルビジネスの研究会をス
タートするようですので、これまで
以上に行政には期待を寄せている
ところです。
池田　次は私宛ての質問です。「企
業への社会的期待において、お客様
の要求がコンプライアンスを逸脱し
かねないものが多くなってきている
ように思うのですが、何か対処方法
はありますか」との内容です。自分
が勤めている会社のルールにのっと

営利と非営利を1つと捉える
企業は伸びる

ると応えられない要求に対して、ど
うすべきかということですね。確か
に、お客様の要求には妥当である
ものと、そうでないものとがあると
思います。ただ、消費者の方々の
問題意識には、企業にとっては大き
な宝物が入っている可能性がありま
す。したがって、「既存のルールで
は難しいけれど、何とかお客さんの
要求に応えたい」と思われた時には、
中長期的に会社のルールを変える
方向で考えてはいかがでしょうか。

「何が最も大事なのか」を常に考え、
それを意識しながら、お客様に対し
ても、会社に対しても誠実に向き合
うことで、双方が納得する形に辿り
つけると思われます。
　次の質問はSiM24の大木さん宛
てです。「女性が長期にわたって活
躍できる場を確保するというコン
セプトは素晴らしいと思うのですが、
今後は男性の在宅勤務もお考えで
しょうか。また、24時間対応とな
ると、深夜に働かせることになるの
でしょうか」とのことです。
大木　結果として女性ばかりになっ
ているだけであって、過去には、定
年退職をされた男性が、地方でサ
テライト社員になったケースもあり
ます。むしろ、男性の方でもCAE
の経験をお持ちの方には、ぜひ営業
職として働いていただきたいと思っ

●コーディネーター

●パネリスト

大阪	 Osaka

パネルディスカッション

CSR活動で
　より良い社会と企業の成長を目指す
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ています。24時間対応については、
時差を上手く利用していきたいと考
えています。
池田　では、私から植木さんに質問
です。先ほど、企業の営利活動と非
営利活動である社会貢献活動には
親和性があると仰っていました。私
自身の考えでは、社会のニーズと
ウォンツを叶える企業ほど成功する
と思うのですが。
植木　まさしくその通りです。これ
からの時代は、営利と非営利は1つ
として捉えるべきです。従業員も従
業員の家族も幸せで、家庭も仕事も
楽しく、更に仕事を通じて社会の問
題を解決しながら皆で前進する、そ
んな会社が増えていくといいですね。

池田　私宛ての質問です。「企業の
不祥事について。問題を深刻化さ
せないためには、CSRの諸原則に
則ってどのような対処をすれば良い
のか」というご質問です。CSRの
原則に照らし合わせると、先ほど申
しあげた7つの原則のなかでも特に

「透明性」が大切だと思います。例
えば絶対的な権力を持つ大株主兼
会長から電話がかかってきて、明日
までに何億円この口座へ振り込めと
いう指示を受けたら、皆さんだった
らどうされるでしょうか。緊急事態
だから決議は不要と言われたらどう
されるでしょうか。「取締役会の決
議を経ないと振り込めません」と言
える方は言っていいと思います。し
かし、大半の人は、なかなかそうは
言えないでしょう。だとすると、ルー
ルを作っておくしかありません。例
えば、「会社役員に対して貸付金を
出す時は、それを公表する」という

透明性と説明責任で
企業の不祥事を未然に防ぐ

ルールを作り、それを取締役会で
確認し、決議しておく。そうすれば、
大株主兼会長から振り込み要請が
あった場合に、了承と同時に、「会
社のルールに従って、この振込みは
自動的に公表されます」と言えます
よね。これは一例ですが、CSRの
原則における透明性を、個人の役割
や義務にするだけではなく、会社の
公式のルールとして公開制にしてし
まう、こんな方法もあるのではない
かと思っております。
　また、経理出身の役員が中心と
なり組織ぐるみで損失隠しを行うと
いったケースも考えられます。これ
に関しても、先ほど申し上げたCSR
の7原則にある「透明性」というも
のを、会社のルールにしておくこと
が有効だと思われます。例えば、そ
れぞれの部門の出身者は、役員全
体の何割以下にするとか、決めて
おくのです。多様性を重視する視点
を持っておくと、役に立つのではな
いでしょうか。そして、もう1つは、
CSRの原則にある「説明責任」です。

「説明責任」というものを、もう一
度社会としても企業としても見直す
べきだと私は思っています。説明責
任とは、説明をする責任ではありま
せん。ISO26000に定義されてい
る説明責任とは、「組織の意思決定
と行動、この2つについてステーク
ホルダー、利害関係者に説明をする
ことに加えて、その説明に対してス
テークホルダーへ責任ある対応がと
れる状態であること」、とされてい
ます。こうした説明責任の趣旨とい
うのを改めて何らかの形で、会社の
役員も対象とした規範に盛り込む必
要があると思います。

池田　次は、CSRの窓口をされて
いる方から「匿名での相談にはど
う対応すべきですか」との質問で
す。匿名で相談を受けた場合は、ま
ず、相談内容が真実かどうかを見極
める必要があります。こうした場合
は、良識を持って公正に実態を話し
てくれそうな人に、さりげなく実態
を調査するといいでしょう。
　では、最後に私から一言申し上げ
させてください。本日、3人の方々
が、個性に溢れた取組事例をご紹
介してくださいましたが、共通点が
2つあります。1つは、それぞれの
会社の取組が、それぞれの事業形
態と極めて密接につながっている
こと。そう考えると、会場にいらっ
しゃる皆さんの会社でも会社の事業
と結び付くところで、何かしらの取
組が可能なのではないかということ
です。もう1つは、CSRや人権に関
する取組をしたことが、結果として、
そこに関わる人たち全員のモチベー
ションアップにつながっているとい
うことです。CSRというと、自分の
利益をないがしろにして、誰かのた
めだけに手間や時間をかけるイメー
ジが強いと思いますが、決してそう
ではなく、結果的には、自分たちの
仕事における、いわばサビ落としに
もなり、モチベーションも業績も上
がる可能性があるということです。
　そういう意味では、今日、ここに
いらっしゃるような志のある方々が、
自分の仕事に結び付いた人権の取
組、あるいはCSRの取組をされる
ことを、心から期待をさせていただ
きます。本日はどうもありがとうご
ざいました。

成功するCSR事例には
共通点がある
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　企業をはじめとして病院や大学を含め、あらゆる
組織に求められるISO26000が2010（平成22）年11
月1日に発行されました。これまでのISO第一世代
は品質規格（ISO9000シリーズ）、第二世代は環境
規格（ISO14000シリーズ）でしたが、第三世代の
今回は、社会的責任規格（ISO26000）になります。　　
　ISO26000 がスタートしたことで、書類を作成し、
審査を受けなくてはいけないのかと不安になられた
方も多いと思いますが、ISO26000は第三者認証を
目的とするものではなく、組織が社会的責任につい
て考えるときに参考にする「ガイダンス（指針）」
です。また、そこで考える内容は、組織がめざすべ
きものでよく、コンプライアンスを含むそれ以上の
ものであればよいことになっています。
　ISO26000の社会的責任は「組織統治」「人権」「労
働慣行」「環境」「公正な事業慣行」「消費者課題」「コ
ミュニティ参画と発展」の7分野で、それぞれに、「説
明責任」「透明性」「倫理的な行動」「ステークホル
ダーの利害の尊重」「法の支配の尊重」「国際行動規
範の尊重」「人権の尊重」の7原則が求められています。
　聞き慣れない言葉が続いたかもしれませんが、社

あらゆる組織の社会的責任を考える指針として
ISO26000が発行

会的責任とは、1．企業と社会の持続可能な発展を
促進すること。2．これを促進するために不祥事を
未然に防ぎ、トリプルボトムライン（「経済」「環境」

「社会」の3側面）に積極的に貢献していくこと。3．
ステークホルダー（利害関係者）の参画とともに進
める義務と主体的な取組、と覚えておいてください。

　国連人権理事会に提出された「ラギー報告」は、
企業は人権について、「保護・尊重・救済」の枠組
みをもつことが重要だと指摘しています。人権侵害
のある職場は、差別を許す文化があると見られます。
３点の枠組みは、企業と人権にの議論の基準点にな
るでしょう。　　

　　

　日本企業の社会的責任において、①ハラスメント、
②メンタルヘルス、③男女共同参画の３つを考えて
みます。
　ハラスメントでは、セクシュアル・ハラスメント、
パワー・ハラスメント、アルコール・ハラスメント
などがあります。
　一昔前は、鬼軍曹と呼ばれる恐い上司がいたもの
です。「怒鳴り、指示なし、突き返す、見ない、まる
投げ、無関心」なリーダーのもとでは部下は育ちま
せん。今求められているのは、「サーバント・リーダ
ーシップ」といって部下を支援するリーダシップです。
　例えば、子育て中の社員を支援するために託児所

ラギー報告
人権は保護・尊重・救済の枠組みで

日本企業が考えるべきこと
１．ハラスメント　

水尾　順一
駿河台大学経済学部・
同大学院経済学研究科教授

東京	 Tokyo

基調講演

社会的責任規格　ISO26000が発行
　国際行動規範の骨格となる人権
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や育児短時間勤務制度をつくるなど、第一線にいる
人たちが働きやすい制度を整えるのが、部下を支援
するリーダーシップの一例です。
　部下がお客様とトラブルを起こした際は、「何て
ことしやがるんだ。おれの手間ばかりかけて」と怒
鳴る上司ではなく、「何が問題だ？　そうか。じゃ
あ明日一緒に行こう」「こうしたらどうか」と部下
と一緒に解決策を考え、彼らが仕事をしやすいよう
に支援をします。
　上司の顔色ばかり気にして仕事をする人を「ヒラ
メ人間」と私は呼んでいますが、これはヒラメが海
の砂の中に潜って、頭上の嵐が過ぎ去るのをみつめ
ているからです。そういう人間になったら組織は終
わりです。

　パソコンが職場に浸透してきたことで、人と話す
機会が減っています。モニターに向かって独り言を
言う社員がいたら、第一症候です。声をかけてあげ
てください。カウンセラーが聞き上手なように、人は
話をするだけで落ち着きを取り戻すこともあります。
　会社でトラブルが起きると必ずこんな言葉が聞こ
えてきます。「うちは風通しのいい会社じゃなかっ
た。何でも言える風土じゃなかった」と。風通しの
良い企業風土は、思いやりのコミュニケーションか
ら始まります。「女のくせに」「新入社員のくせに」
という批判の声は聞こえていないでしょうか。職場
では、女性だから、新入社員だから発言できないと
いうことはあってはいけません。自由に物が言える
雰囲気づくりが必要です。
　では、リーダーは話しやすい雰囲気づくりにおい
て、何ができるのでしょう。提案したいのは、まず
出社したら洗面所で笑顔の練習をすることです。と
いうのも、本人は気づいていないかもしれませんが、
人間、年齢とともに頬の筋肉が落ちて、への字口に
なる、つまり難しい顔になっているのです。口角を
上げて、笑顔で人の話を聴く練習をすること。部下
が話をしやすい雰囲気をつくるためです。一見、人
権とは関係のない話のように聞こえるかもしれませ
んが、人権は相手を大切にすることです。つまり、
話しやすい雰囲気づくりと関係があるのです。

2.メンタルヘルス
予防は風通しの良い環境

　さらに年を取ると、短気になり「結論はなんだ」
と、急かしてしまいがちです。急かさず話を聞いて
ください。そして、みんなが考えていることを共有
することを心がけてください。以心伝心では駄目で
す。同じ目標に向かって進める情報共有が大事です。
　風通しの良い職場環境の一例として小林製薬があ
ります。この会社はみんなが自由に意見を言い、お
互いに聞き入れる文化を持っています。会議ではド
ロドロとした現場の声を商品に反映させたいという
願いから「ドロドロ会議」と呼ばれています。良い
案がでたら、社長から直々に「ホメホメメール」が
届くそうです。そんな文化があるからなのか、「熱
さまシート」「さわやかサワデー」など、面白い商
品がいっぱい生まれています。

　男女共同参画には、人事処遇、業務分担、福利厚
生なども含まれます。以前、『ウォール・ストリー
ト・ジャーナル』で「グラスシーリング」という言
葉が使われました。これは女性の昇進を阻む、見え
ないガラスの天井が存在することを表現しています
が、そのような組織では困ります。
　人事処遇、業務分担、福利厚生での差別や、セク
シュアル・ハラスメントは、あってはいけない話で
す。多様性を認めて、同じ人間として相手を尊重し、
人を思う優しさをもつことが大事です。

　CSR成功の要は社員です。なぜなら、社員は組織
の社会的責任を推進する主体であり、社会的責任の
対象・ステークホルダーでもあるからです。彼らの
目線で社会的責任、人権への取組を進めていくとい
うことが大切です。そのためにも、社員がCSRを理
解、納得するように、日頃から社会的責任について
考える機会をつくるよう心がけることです。彼らと
の対話から、何が求められているのか知ることも大
事です。
　目線は社員、視点は社会ということを頭に置いて、
社会的責任と人権に心がけていただければと思います。

3.男女共同参画
多様性みとめ　相手を尊重

CSRの推進　成功の秘訣

社会的責任規格　ISO26000が発行
　国際行動規範の骨格となる人権
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事例発表
 1

●	本社
栃木県那須塩原市東小屋
295-4

●	代表者
秋元 義彦

●	創立
1947（昭和22）年

●	資本金
3,500万円

●	従業員数
48名

●	事業内容
パン製造・販売

●	URL
http：//www.panakimoto.
com

株式会社
パン・アキモト

秋元　義彦
Akimoto Yoshihiko
株式会社パン・アキモト
代表取締役

非常食のパンで
食料難民を支援

備蓄後、廃棄前の食品で人道支援

お客様の善意を生かす

賞味期限が切れれば 
廃棄するだけ？

当社は栃木県那須にあるベーカ
リーです。非常食用の缶入りのパン

「救缶鳥」を販売しています。
今から17年前に、阪神・淡路大震

災の被災者の声をきっかけに「しっ
とりしたパンの缶詰」をつくりました。
保存ができ、なおかつおいしいとい
うことで、少しずつ売れるようになっ
たある日、うちのパンを備蓄用に購
入されている自治体から、賞味期限
が切れるので引き取ってほしいと言
われ、考えこんでしまいました。

非常食ですから賞味期限は3年と
長いのですが、期限が切れれば廃棄
しなければなりません。せっかくつ
くったので食べていただきたい。しか
し、必要となるような非常事態はない
ほうがいい……。「パンの缶詰」は保
険的意味合いの強い商品でした。

　

2年間備蓄した後のパンを 
被災地の義援物資に
　
スマトラ島沖地震（2004（平成

16）年）が発生したとき、現地から、
売れ残ったパンを送ってほしいと声
をかけられて、はっとしました。日

本では捨てられてしまううちの商品
を、欲しいという人がいる。うまく
コラボレーションできないかと思っ
たのです。

いろいろと検討し、４年前にたど
り着いた結論が新しいシステムの「救
缶鳥」でした。パンの缶詰で、世界
の飢餓を救うプロジェクトです。3年
間の賞味期限のうち、残り1年になる
1〜2か月前に、購入者から備蓄され
ているパンを下取り回収させていた
だき、食料を必要としている国（義
援先）に届けるのです。

義援先の多くは、内戦や紛争状態
にあり、食料が届くまでに時間がか
かるため、残っている一年間の賞味
期限を有効に生かせます。

当社では、救缶鳥を購入された方
の連絡先を管理しているので、賞味
期限が2年たった時点で、プロジェ
クトをご案内しています。ご協力い
ただける方には、新しい備蓄パンの
購入をご案内するとともに、1缶の回
収につき購入額から100円の割引を
させていただき、感謝状を送らせて
いただいています。

配送と回収はヤマト運輸にお願い
し、海外への輸送は、日本国際飢餓
対策機構などにお願いしています。

当初は、回収や海外輸送にかかる

1

2

Point

Point

被災地
支援
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缶
2年後
回収

家庭、学校、マンション、企
業、自治体が有事・震災対
策に「救缶鳥」を2年間備蓄

回収の1～2か月前に
支援活動をご案内

①再度備蓄のお申し込み、納品と同時に回収ができます。
購入代金から「回収個数×100円」ディスカウント

②支援活動の参加者に感謝状が送られます

配送・回収は安心の
ヤマト運輸が行います

日本国際飢餓対策
機構等を通じてコ
ンテナで輸送

世界の飢餓に苦しむ
人々を救う食糧とし
て現地に届きます

手間や費用、お客様が喜んでくださ
るかわからないこともあって、社員
とともに悩みました。当然最初から
うまくいったわけではなく、さまざ
まな課題にぶつかるたびに、「駄目
だ、駄目だ」「でもやりたい。やるべ
きだ」という葛藤を繰り返し、プロ
ジェクトを前進させてきました。

国内の被災地支援にも着手 
パンとメッセージ届ける

東日本大震災直後には、当社はパ
ンの缶詰1万5,000個を無償で被災
地に届けました。東北へ向かう道路
は寸断されていたので、いったん東
京に運び、そこからは防衛省の協力
でヘリコプターで届けてもらいまし
た。メディアで、栃木のパン屋と防
衛省が一緒に支援活動をしたと紹介
されると「田舎にいながら、君の会
社は面白いことをやっているね」と
関心をもってくれる人が増えました。

広島のお客様からは、こんな要望
が届きました。「私は東北には行けな
いけど、手元にあるアキモトの備蓄
パンを寄付するから、被災地に代わ
りに持っていってほしい」と。そこ
で、パンの缶に被災者へのメッセー
ジを書いて、当社あてに送ってほし
いと返事をしました。同じ呼びかけ
を全国にしたところ、約2万缶が集

まり東北に届けることができました。
同じ商品でも、見方を変えてみると、
送り主のメッセージも一緒に届けら
れることに気づかされました。

地域の備蓄をサポートする 
NPO法人を設立

その後、ツイッターなどのイン
ターネットサービスで、うちの活動
の支援を呼びかけてくれる人が増え、
NHKの番組に出演したことも重なり、
全国から約２,０００万円を超える支
援金が2か月で集まりました。

寄付金が効果的に使えるように、
NPO法人「災害支援機構We Can」
を立ち上げ、備蓄食の確保を促進す
る活動を始めました。We Canに寄
付すると、寄付金で備蓄食が購入さ
れ、寄付者の住んでいる都道府県内
の協力倉庫に保管されます。言って
みれば民間による備蓄品ネットワーク
で、自治体の補完的な役割を担って
います。ニーズのある場所に迅速に
食料を届けることを目指しています。

東日本大震災の後、何度か被災地
を訪問する私の姿を見ていた社員か
ら、自社商品が被災地でどのように
役立っているのか知りたいという意
見が相次ぎ、バスを4回出して社員
も現場に入りました。このような経
験を通じて全社をあげて支援活動を

継続していく気持ちが明確になった
と思います。

　

自らが変わり挑戦すれば 
チャンスはやってくる

救缶鳥プロジェクトがテレビで世
界120か国に紹介されたときのこ
と、電話やメールの数が増え、英語
での問い合わせにも対応せざるを
得なくなりました。このまま支援活
動が続けられるのか不安がよぎりま
した。このときの私たちを支えたの
が、わが社のモットー「CCC」でし
た。CCC、「自分が変わり（チェンジ）、
新たなチャレンジをすることでチャ
ンスはやってくる」という意味です。

売りっぱなしの備蓄食であれば、
当然賞味期限が切れるとゴミになり
ます。しかし備蓄食の見方を変える
ことで、食料が必要な国で役立つこ
とに気づいたのです。商品に別の価
値が見出せれば、その価値を生かし
た見返りを求めない活動ができる可
能性はあると思います。当社にとっ
てはそれが「救缶鳥プロジェクト」
でした。
「救缶鳥プロジェクト」では、これ

までに数十万缶を届けてきました。
もしかすると私たちは、パンだけで
なく、日本人の優しさも世界に届け
られるのではないかと考えています。
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事例発表
 2

●	本社
千葉県千葉市若葉区下田町
1390

●	代表者
金地 辰旺

●	創立
2009（平成21）年

●	資本金
1,000万円

●	従業員数
13名

●	事業内容
農作物の生産、販売、流通関
係業務・通信販売、農業生産
に必要な肥料・苗・種等の販売　

など

●	URL
http：//www.fmkt.jp/

株式会社
ファーマーズ
マーケット

金地　辰旺
Kanechi Tatsuo
株式会社ファーマーズマーケット
代表取締役

納付金の転用投資で
農業で人と地域を元気に

食べる社会貢献「パラリンベジタブル」

特性を生かした仕事づくりで
生産性アップ

納付金を農業に転用投資 
新会社で障害者を雇用

株式会社ファーマーズマーケット
は、2010（平成22）年に設立した
ばかりの会社で、千葉県下野農場で
農業を行っています。

ファーマーズマーケットができた
背景には、障害者雇用促進法が関係
しています。皆さんもご存知のとお
り、企業は、障害者雇用促進法に定
められている障害者雇用率1.8%を
満たすことができない場合は、毎年
納付金を納めることになります。

私どもの親会社である株式会社メ
ディックスは、この納付金を農業に
転用投資して、障害者雇用率をクリ

アできないか考えました。その結果、
子会社としてファーマーズマーケッ
トを設立し、「企業」「農業」「福祉」

「経済」の4分野でのメリットを追求
することになりました。

農閑期のない農業で 
安定した雇用を

ところが、一般的に農業は、一
年中仕事があるわけではありません。
農繁期は忙しく、農閑期はそれほど
仕事がなかったりしますから、その
ままでは安定した雇用が一年をとお
して提供できません。そこで以下の
ような工夫をしています。

まず環境をコントロールしていま
す。「ヒートパイプ」に冷水やお湯を
通し、水耕栽培のビニールハウス内
の温度を管理しています。

次に生産物の生育の速度をコント
ロールしています。「オーガテック発
芽庫」という自社で開発した発芽庫
を使うと、土耕栽培だと小松菜の場
合、発芽まで約2週間かかるところ、
24時間で発芽します。水耕栽培です
から農薬は一切使っていません。

農地を最大限活用するためには、
「オーガテック農法」というオーガ
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ニックなものをテクノロジーでつく
る農法を考えました。1棟（300坪）
のハウス内には、約30メートルの水
耕ベッドが24本設置されていて、一
つの水耕ベッドの収穫量はだいたい
50キロです。もちろん、コントロー
ルできる環境には限界がありますが、
それでも、季節によっては100キロ
くらいまで収穫ができます。うまく
ローテーションすることで、365日
収穫ができるようになりました。

オーガテック農法で使う冷蔵庫や
発芽庫、電気分解水生成装置は、当
社が独自に開発したものです。似た
ような製品はありますが、それらは、
価格が2桁ほど高額でした。

特性を生かす仕事づくりで 
高い生産性を発揮

現在、10名の重度知的障がいの
ある人が働いています。苗をプレー
トに移植する作業や、収穫、パッキ
ング作業を担当しています。パッキ
ング作業の過程には、あえて機械を
導入していません。人ができる仕事
が減ってしまうからです。

なかには非常に細かい作業もあり、
健常者は30分で飽きてしまうような
仕事も、彼らはすばらしい集中力で、
非常に生産性が高い仕事ぶりを発揮
しています。

このように、彼らの特性を生かす
ことにより、生活を十分にサポート
できる給料が払えます。重度知的障
害の場合、障がいの度合いにより最
低賃金の免減制度がありますが、私
どもは千葉県の最低賃金で支払って
います。

また、千葉県の「フレンドリーオ
フィス」（積極的に障害者雇用をして
いる職場の認定）と、職業訓練委託
事業所に認定されていて、研修生を

受け入れています。
　

食べる社会貢献 
パラリンベジタブル

障がいのある人がつくった生産物
を「パラリンベジタブル」というス
テッカーを使ってアピールしていま
す。パラリンベジタブルの生産物を
食べることで、彼らの生活がサポー
トできるので、私たちは「食べる社
会貢献」と呼んでいます。

パラリンベジタブルのステッカー
は、当社以外の養護施設の生産物
にも貼られています。大手スーパー、
有名ホテル、アミューズメントパー
クでも、続々と、パラリンベジタブ
ルの生産物を使ってくださるところ
が増えています。

うれしいことに需要が増えて、生
産物が追いつかない状態です。現在
はハウスを4棟に拡大しています。

働く人が生き生きすると 
周囲の環境も活性化
　
ファーマーズマーケットを設立し

たときに雇用した10名のスタッフは、
1名も辞めておりません。本人も親
御さんにも喜ばれていますし、飲食
店の方々も「本当においしいものを

ありがとう」と言って頂いています。
年2回の収穫祭には、当初スタッ

フと家族、養護学校などの先生た
ちだけが来ていましたが、最近では、
近所の方、農作物を消費してくださっ
ている飲食店の方なども来てくだ
さるようになり、前回の収穫祭には
240人もの来場者がありました。

人前に出たがらなかった障がいの
あるスタッフも、収穫祭では、「自
分たちで焼きそばを焼いて提供した
い」と主張するようになり、社会に
どんどん出てくるようになりました。
これは大きな収穫だと思います。

スタッフの親御さんは、子どもが
給料をためて旅行に連れていってく
れたと泣いて喜んでいました。

自立した経営を実践

障害者雇用でお困りの企業さんが
いらっしゃいましたら、転用投資を
して、放置された農地を復活させて
みませんか。

弊社は助成金に頼らず、10人の障
害者雇用を生み、その結果、地域活
性化を促進させることができました。
弊社の技術、ノウハウは全部開示い
たしますので、ぜひご相談ください。

水耕栽培のビニールハウスで
収穫されるオーガニックの野菜。
ハウス内の環境をコントロール
し、365日収穫ができる。
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事例発表
 3

●	本社
東京都品川区西五反田7-19-1

●	代表者
平野 茂夫

●	創立
1990（平成2）年

●	資本金
1,000万円

●	従業員数
376名（2012年4月1日現在）

●	事業内容
人材派遣、職業紹介等の人材
サービス

●	URL
http：//www.mystar60.co.jp

株式会社
マイスター 60

髙平　ゆかり
Takahira Yukari
株式会社マイスター 60
人材情報センター本部本部長

生涯現役文化を弘め
高齢者に雇用創出

高齢者による高齢者支援

60歳新入社70歳選択定年

仕事経験豊かな高齢者に 
定年後の働く場所を

当社は東京と大阪に事務所を構え、
高齢者の雇用創出事業に取り組んで
まいりました。「60歳が新入社、70
歳が選択定年」を経営の柱とし、創
業22年になります。
「60歳が新入社」とは、60歳で

定年した高齢者が再就職することで、
「選択定年」は、70歳になったときに、
自ら仕事を辞めるか選択するという
意味です。

起業のきかっけは、創業者・平野
茂夫がラジオで聞いた「サラリーマ
ン　会社辞めれば　ただの人」とい
う川柳でした。知識、経験、体力も
あり、働く意欲のある高齢者が、定
年を機にただの人になるのはおかし
いと感じ、日本の定年制を変えるビ
ジネスモデルを模索し始めたのです。

平野の3つの理念の1つ目は、利
益の極大化経営ではなく、高齢者の
職場づくり、あるいは雇用の開発に
努め、企業の社会的責任を推進する。
2つ目は、高齢者の定年後の就業に
対する社会的に正当な位置付けと認
識づくり。3つ目は、技術立国日本を
下支えするため、シニアの人的資源
を有効に生かせる職域の開発でした。

高齢者の再就職を 
支援する側も60歳以上

当初は、若手社員とシニア社員を
組み合わせて派遣する「親子派遣」
を展開していました。例えば電気設
備分野では、10人中7人が若年で3
人はベテラン技術者でした。ベテラ
ンが若手にノウハウを伝承し、ベテ
ランには第2の職場で生きがいを感
じてもらうという事業でした。

現在は、親子派遣に加え、技術部
門と事務部門の人材派遣、紹介、請
負を展開しています。

また、当社に就職する「本部社員」
は、原則60歳以上で70歳で定年を
選択するか決めます。全社員「部長」
の肩書をもつのがユニークだという
ことで、テレビ取材も受けました。

給料は学歴や前職は一切関係なく
一律で、年金等を加えて月額ベース
が30〜40万円になる設計です。契
約期間は、高齢者ですとご自身の健
康状態、家族の介護などがあります
から1年とし、毎年社員と会社が話合
い仕事の継続に問題がなければ70歳
以上でも働いてもらっています。現
在最高齢は78歳です。
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派遣ではなく「現業社員」 
経済的理由で職探し
　
当社に登録いただく派遣社員に

ついては、こだわりをもって「現業
社員」と呼んでいます。派遣という
言葉に一抹の差別があり、抵抗を感
じるシニアがいるということ、また、
当社の社員だということを胸に刻ん
でいただくためです。

現業社員の雇用条件は、派遣先の
契約ベースによります。だいたい9
時〜5時の勤務で、月額20〜30万円
の給料です。登録者は4,294名。60
〜64歳が多く、最近は55〜59歳の
ミドルシニアの方が増えています。

就労の動機ですが、最も多いの
が「経済重視型」です。さまざまな
事情で働かなければならない方です。
15年前は、「生きがい追求型」と言
いますか、奥様に「家にいないで外
出して」と言われて職探しに来られ
る方が多かったのですが、最近は経
済重視型が増えています。

また、現役でいたい方を「セカン
ドキャリア志向型」と呼んでいます
が、派遣ではなく、正社員や顧問の
ポジションを探しに来られます。

すでにNPOで支援活動に携わっ
ている方が、さらに情報を求めて来
られる「社会貢献型」の方もいます。

最近の労働市場 
復興需要で東北の求人多数

2006~2008（平成18〜20）年は
年間500名を超える方が当社の紹介
で就職されましたが、リーマンショッ
ク後は落ち込み、年間400人弱と
なっています。

どのような案件があるかと言いま
すと、技術系、施設・設備管理、ビ
ルメンテナンスなどが半分ぐらいを
占め、残りは事務や営業、専門職です。

中小企業の次期社長候補や、経
営経験が生かされるような経営指南
役は人気の高い案件です。市立小学
校の設備管理・営繕の就労紹介も長
年お手伝いさせていただいています。
典型的なのは、経理・財務の仕事で、
週3日の勤務で、年金併用型という
最も人気のある契約形態の案件です。

そのほか東北の震災関連で、建築、
設備関係の有資格者、特に1級建築
士、2級建築士、施工管理の求人が
増えています。また損害保険会社か

らは、損害鑑定人の求人もあります。
よく高齢者の仕事が少ないと言

われますが、実際は仕事が決まって
から辞退されたり、あっけなく辞め
てしまうケースが多いのです。また、
65歳継続雇用制度の影響で、外部
の高齢者を活用しようと考える企業
は限られているという声も聞きます。

再就職　成功する要因 
失敗する要因

いうまでもなく、人材会社の情報
収集力や、マッチング力が高いこと
は、再就職を成功させるポイントで
す。こうした力が十分でなかったり、
採用先の受け入れ体制に問題がある
と失敗します。

求職者側の要因としては、キャリ
アや技能よりも、むしろ我が強いと
か、過去の地位や人脈にこだわって
しまう性格面で失敗することが多い
です。成功するケースは、明るくて
若々しい活発な「おちゃめなシニア」
タイプです。若い人とも経営層とも
会話ができるのでうまくいきます。

生涯現役文化を弘め 
社会制度の変化にともに

当社の企業理念は「雇用機会を
創出し、人々の生きがいを弘め、生
涯現役文化をひらきます」です。高
齢者に対する固定概念をなくすには、
文化そのものを変えていかなければ
ならないと考えています。

年金行政の行方、派遣法と労働市
場の動向。また、高齢者の1人暮ら
しや貧困の増加に、当社がどう対応
できるのかが課題です。

若手とシニアを派遣する「親子派遣」で熟練のノウハウを
次世代に伝承。第2の職場での生きがいに
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水尾　順一
駿河台大学経済学部・
同大学院経済学研究科教授

秋元 義彦
株式会社パン・アキモト
代表取締役

金地 辰旺
株式会社
ファーマーズマーケット 
代表取締役

髙平 ゆかり
株式会社マイスター 60
人材情報センター本部本部長

水尾　最初は秋元さんへの質問で
す。「パンの空き缶はごみになりま
すが、海外ではどうしていますか」
秋元　私どもより先に、ある団体が
賞味期限が切れる前のものを送った
ところ、届く前に賞味期限が切れて
しまい、「日本のごみを海外に輸出
するのか」と報道されて失敗に終
わっています。
　私どもはこの一件を知っていまし
たので、賞味期限が3年のものを2
年で回収し、期限内に届けています。
　食べた後の缶は、現地でコップと
して再利用されています。缶がもう
少し大きければ食器として使えると
聞き、2倍サイズの缶も使いはじめ、
こちらは食器として再利用されてい
ます。缶はダブルセーフティ構造※

になっているので、安心してお使い
いただけます。
　また、缶ですから、いずれ錆びま
すので、10缶を1セントで引き取り、
鉄のリサイクルにまわすプロジェク
トも準備しています。

水尾　次の質問は私あてです。「登

食料支援　食べたあとの容器は
再利用され、最後は資源回収へ

現場に仲間を増やし
CSRを社内に広める

壇企業がCSRに積極的に取り組
んでいる姿勢には好感が持てます。
トップの方々に現場の考え方を伝え
る方法を教えてください」
　資生堂で働いていた1997（平成
9）年に、日本の会社で初めてとな
る企業倫理の委員会をつくり、最初
の責任者を務めました。そこで、トッ
プと現場の意志疎通、コミュニケー
ションをどう図るかで苦労しました。
　何をやったかというと、現場に
仲間を求めたのです。19歳の女性
から58歳の男性まで、年齢や性別、
部署が異なる411人の多様な仲間が
手を挙げてくれました。
　彼らに情報を伝えて、彼らが現場
で進める。そうすると「うちの営業
所は若いやつがやっているから、一
緒にやってやろうじゃないか」と、
みんなが企業倫理に関心をもち、現
場を動かすことにつながったのです。
　トップとの対話も大事ですが、社
員は主客一体の立場にありますから、
現場の仲間たちとの対話を促進す
ることが大事だと思います。

水尾　次の質問は髙平さんにいた
だいています。「マイスター 60は、
シルバー人材センターと競合しない

民間と行政の違いを生かしつつ
連携の強みにも注目

●コーディネーター

●パネリスト

東京	 Tokyo

パネルディスカッション

※ダブルセーフティ缶：開缶した際、缶本体とフタの両方に安全対策が講じられ、ケガをしにくい構造の缶

CSRの促進
 鍵は企業の持続性と利益の両立
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のでしょうか」
髙平　シルバー人材センターは、基
本的には全国各地、つまり地域密着
型の就労センターになると思います
が、われわれの人材ビジネスは一定
の収益を確保しなければなりません
から、必然的に都市でビジネスをし
ています。この状況からすると、一
部競合する部分もありますけれど、
ほとんど競合しているという実感は
ございません。
　例えばシルバー人材センターの
職種は、軽作業系ですね。お手伝い
であるとか、雑草取りですとか、何
か物運びであるとか、言ってみれば
日雇いですとか、そういった内容が
多いと思います。しかし、現行の派
遣法の中では、そうした業務を1日
単位で請け負い、派遣でやるという
ことがないため、競合はしません。
　ただ、これは私見だとお断りして
おきますが、日本が少子高齢化で、
高齢者が何らかの仕事を持たなけ
ればならないということは、高齢者
が働ける職域開発が最大の課題だ
と思います。また、若年者の仕事を
阻害しないことも考慮しなければな
りません。
　その点、現行のシルバー人材セ
ンターは官主導といいますか、独自
のエリアがあるので、そこに民間の
パワーを注入して、官民連携で高齢
者の雇用創出を促すような、ハロー
ワークとは違った組織があると個人
的にはよいと思います。
　特に東京や大阪といった都市部
だけでなく、全国で、あるいは農村
エリアで展開するには、やはり官民
連携が必要だと考えています。
　あとこれはお願いになりますが、
現在の労働者派遣法では、規制が
強くて、高齢者といえども同じ職種
で3年以上派遣ができないといった

制限があります。これは撤廃してい
ただきたいと思います。
　60代の方が派遣の仕事が決まっ
ても、3年後は同じ会社で派遣が続
けられないのです。派遣先も本人も
継続することを希望していても、現
状では無理です。何とか60代前半
で次の仕事が決まったら、そのまま
継続できるような法制度といいます
か、そういったものがあればと考え
ています。
　

水尾　最後にもう1つ私に質問をい
ただいています。「ISO26000では、
サプライチェーンにまで広げて、人
権を尊重することが求められていま
すが、取引先が人権を守っている
か確認するのは難しいと思いますが、
どうお考えですか」という内容です。
　こういう問題は本社や、国内だ
けでやっていては駄目だと思います。
グローバルに展開をしている会社で
あれば、現地の雇用や人権がどう
なっているか、そういったところに
も目を向けるべきです。
　イオンでは、「トップバリュー」
というプライベートブランドをつ
くっていますけれど、トップ バ
リューの契約条件には、コンプライ
アンスや人権についての項目があり
ます。そこがきちんとしていない取
引先は、契約の対象にならないので
す。　
　「SA8000」というアメリカの人
権と労働の認証がありますが、日本
で初めて取得したのはある化粧品
メーカーで、アメリカのエイボンの
下請け会社でした。
　デンソーのCSR報告書を見まし
たら、一次取引先だけじゃなくて、

これからのCSRは
バリューチェーンも含んで

海外の会社も含めて二次下請けま
で、全部チェックをしていました。
　このように、すでに実行している
会社も出てきています。今後はより
サプライチェーンにおける人権の尊
重、労働環境の健全性などが求めら
れてくるでしょう。

　

水尾　最後に、ご発言がある方い
らっしゃいましたらどうぞ。
秋元　主催が経済産業省というこ
とでお願いです。ソーシャルビジネ
スポイントを創設してください。そ
うした仕組みがあると、われわれも
社会貢献活動を継続しやすいです
し、参加しやすくなると思います。
水尾　私はいつも「3K改革」の話
をしています。ひと昔前でしたら、
3Kというのは、労働環境が、「きつ
い、汚い、危険」なことを指し、あ
まりいい意味ではなかったのです
が、今日、ご紹介させていただきた
い「3K改革」は、「絆、気づき、共
感」です。やはり気づきが生まれな
いと、人権の促進はできないと思い
ます。相手の気持ちや社会に対する
気づきは大事です。気づきから、絆、
共感へとつながっていきます。これ
からますます人権、労働環境の向上
を進める上では3K改革が重要だと
思います。
　そして、最終的にいろいろなこと
をやるにしても企業が存続しなくて
は話になりません。企業のサステナ
ビリティ（持続可能性）とプロフィッ
ト（利益）、これがなければ企業は
継続できません。これからCSRや
人権を進める上では、サステナビリ
ティとプロフィットとの両立が大事
だと最後にお伝えしておきます。

ソーシャルビジネスポイントなど
継続・参加しやすい制度を
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セミナー終了後、参加者の皆様にお答えいただいたアンケートの一部をご紹介します。 過
去
の
セ
ミ
ナ
ー
概
要
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

セ
ミ
ナ
ー
参
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Voice

新潟
Niigata

大阪
Osaka

東京
Tokyo

声

●	皆さんの熱い気持ちが伝わり、大変参考になった。本
業に根差した活動がとてもいいなと思った。また、単
に対外的なPRのためではなく、社内風土改善意識の向
上から、お客様の満足、社会貢献へ、という良い環境
ができあがっていくことがCSRの本質なのだと気づいた。

●	身近な企業であっても知らなかった取組を、具体的に聞
くことができ、大変参考になった。

●	コーポレートアイデンティティと働きがいが個別のもの
ではないことが明確になった。タイトルがいかめしいが
内容が平易で興味深かった。

●	ISO26000に関する最新情報が得られて良かった。今
回の参加で特に聞けるとは思っていなかったので。

●	中小企業の事例発表がとても参考になった。自社でも
実際に取り組めそうな内容が役に立った。

●	新潟で定期開催をしてほしい。

●	最新の傾向を知ることができて良かった。

●	他企業の取組を伺うことにより、私たちの取り組むべき
姿を改めて感じることができる。

●	社風、社員の変化という動きにつながるということは
非常に参考になった。

●	机上の理論だけじゃなく、実体験や直接に肌で感じら
れた感覚をも話していただき、より身近に伝わってきた。

●	収益中心で判断されていた企業の取組に対する考え方
が変わった。社会に役立つ企業になるために、弱い力
ではあるが前進したいと思った。

●	企業の社会的責任について、各社の尽力に敬服する。
徐々に勉強して社会貢献を考えたい。方法は色々ある
が、将来を担う子どもたちへの支援を考える。

●「社会的責任」というと最低限やっておけばよいレベル
と理解されることもあると思うが、可能な範囲で幅広く
取り組んでいる姿勢に感銘を受けた。

●	CSRは大企業だけのものではなく、零細企業にも有効
であることが理解できた。

●	企業の生き残り、ベンチャービジネスの取組について全
く違う分野、知らなかった分野の勉強ができた。

●	漠然としていたイメージのCSRについて、ある程度イメ
ージができた。

●	志のある企業の取組に感銘を受けた。コーディネータ
ーの熱意ある解説もすばらしかった。本質理解につな
がった。

●	具体的な事例を直接に伺えてとても参考になった。
CSRが企業活動にとって重要であることも確認できた。
CSRに人権問題が大きくかかわっていることも認識で
きた。

●	CSRの実施についてさまざまな切り口があることが理
解できた。参加して良かったと思う。

●	基調講演と事例紹介のバランスが良かったと思う。
CSR報告書を作成する立場だが人権について再認識で
きてとても良かった。時々こういう場で新しい考え方を
吸収しなくてはいけないと思った。どの会社も社長の本
気度がCSRだと思った。

●	人を感動させられるCSRとは何か、自分の会社でもで
きないか考えさせられた。

●	事例発表は具体性に富んでいて参考になった。

●	感動する事例があった。当社も会社が認めれば参加し
たいと思う。

●	ISO26000と人権についてよく理解できた。

●	事例発表において、活動が事業とうまくマッチしている
ことに驚きを隠せない。

●	皆さんの話が非常に共感できる内容で、これからの日
本社会にとって重要な意味を持つ活動であると感じた。

●	質問を出したら取り上げていただいて、納得のいく説明
をしていただき大変嬉しかった。

●	2か月に一度の頻度で各種の講演に参加しているが、最
近の講演の中でもっとも良かった。

●	自社のCSR活動に反映できる内容が多くあった。お礼
を言いたい。

●	有名大企業以外のビジネスの取組事例がとても参考に
なった。社長自ら話をしていただきおもしろかった。
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すべて中小企業庁ホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp/soudan/jinken_pamf/index.htm）からダウンロードできます。

水尾　順一
東京工業大学特任教授、駿河台大学教授・経済研究所長、
経営学博士、CSRイニシアチブ委員会代表

●	社員相互の信頼を築いてCSRを推進	 日新電機株式会社
●	地域を守るタクシー	 両備タクシーセンター
●	人権尊重のリーダーカンパニーへ	 マツダ株式会社
●	ステークホルダー全員に笑顔を	 株式会社ファンケル
●	障害者と共に働き、共に成長を	 株式会社中西
●	目指すは社会、企業、社員のWin-Win-Win	 大日本印刷株式会社

池田　耕一
立教大学大学院ビジネスデザイン研究科
教授

●	ケータイ事業の本業をふまえた社会貢献活動と人権啓発	 株式会社NTTドコモ東海支社
●	社員一人ひとりに根付く、真のCSRを目指して	 株式会社デンソ−
●	企業における多文化共生活動	 ヤマハ発動機株式会社　IMカンパニー
●	すべては、女性のため…から始まりました	 エイボン・プロダクツ株式会社
●	障害者雇用と人権啓発の取り組み	 オムロン株式会社
●	家庭との両立支援への取り組み	 株式会社プロアシスト
●	地元仙台における「等身大の地域貢献」	 イートス株式会社
●	障害者雇用で恩返し	 株式会社大谷
●「人間尊重」を土台に、“独りよがりにならないCSR”の推進	 凸版印刷株式会社

水尾　順一
駿河台大学経済学部教授・
同大学経済研究所長

●	ベンチャー企業における男女共同参画・ダイバーシティへの取組について	 株式会社クララオンライン
●	知的障がい者に導かれた日本理化学の経営と重度障がい者が働ける社会作り	 日本理化学工業株式会社
●	本業を生かしたCSRとは〜ITを活用した女性就労支援の取組〜	 マイクロソフト株式会社
●	柔軟な雇用スタイルを築く在宅雇用	 株式会社アンウィーブ
●	企業の社会的責任 大国フーズのビジョン「大国フーズ10年計画」	 株式会社大国フーズ
●	知的障がい者の雇用をはじめて	 株式会社美交工業
●	企業及び行政との連携による障がい者作業所製品販売支援	 料亭久里川
●	在日外国人向け携帯サイトの運営や、自治体向け多言語情報配信	 株式会社グローバルコンテンツ
システムの提供等により、多文化共生社会の実現を目指す

●	住友スリーエムにおけるCSR経営	 住友スリーエム株式会社

田中　宏司
東京交通短期大学学長・教授

●	安全性、環境に配慮した本業への取り組みを基本に	 サッポロホールディングス株式会社
最高のパートナーである社員の活躍の場を提供

●	知的障がいのある人の能力を活かす経営と労働力としての可能性	 日本理化学工業株式会社
●	創業の精神に基づくCSR活動	 リコージャパン株式会社北海道営業本部
●	情報ネットワーク企業が実現した“収益を上げる”就業困難者雇用の取り組み	 アイエスエフネットグループ
●	本業に基づく障がいのある人の免許取得支援で業界をリードする	 株式会社コヤマドライビングスクール
●	お互いの生き方を尊重するワーク・ライフ・バランス重視の選択制人事制度	 サイボウズ株式会社
●	テーマパークにおける地域に特化した社会貢献活動の取り組み	 株式会社ユー・エス・ジェイ
●「付加価値生産性｣ を高める女性の活躍と人材マネジメント	 クリロン化成株式会社
●	製薬企業としての精神疾患への理解促進の取り組みと精神障がいのある人の雇用	 日本イーライリリー株式会社
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田中　宏司
東京交通短期大学学長・教授
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田中　宏司
東京交通短期大学学長・教授

坂本　光司
法政大学大学院政策創造研究科教授・
法政大学大学院静岡サテライトキャンパス長

池田　耕一
立教大学大学院ビジネスデザイン研究科
教授
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平成23年度
企業の社会的責任と人権
セミナー概要

基調講演	

社会的責任を果たすには人権への配慮は必須　
田中　宏司　東京交通短期大学学長・教授

日本規格協会「ISO26000JIS化本委員会」委員

企業における事例発表	

1	「髪の毛」「ウィッグ」を中心とした
	 本業を活かした多様な社会貢献　
	 株式会社アデランス

2	 職を失った被災者、避難者に
	 仮設住宅の屋根部品の製作を依頼　　
	 株式会社サカタ製作所

3	 障害者雇用の促進が労働力確保へとつながる　　
	 山崎コンクリート工業株式会社

パネルディスカッション	

本業に根差したCSRで企業の存在価値、役割を明確に

基調講演	

CSR（企業の社会的責任）と人権がつくるこれからの未来　
池田　耕一　立命館大学大学院経営管理研究科客員教授

企業における事例発表	

1	 人が働く喜びを呼び覚ます支援を行う
	 大代興業株式会社

2	 日本中の組織が関心を寄せる
	 「小さな企業のCSR報告書」　　
	 株式会社カスタネット

3	 完全在宅勤務制度の活用で女性に優しい働き方を創造　　　　
	 株式会社SiM24

パネルディスカッション	

CSR活動でより良い社会と企業の成長を目指す

基調講演	

社会的責任規格　ISO26000が発行
国際行動規範の骨格となる人権　
水尾　順一　駿河台大学経済学部・同大学院経済学研究科教授

企業における事例発表	

1	 非常食のパンで食料難民を支援
	 株式会社パン・アキモト

2	 納付金の転用投資で農業で人と地域を元気に
	 株式会社ファーマーズマーケット

3	 生涯現役文化を弘め高齢者に雇用創出　　　　
	 株式会社マイスター60

パネルディスカッション	

CSRの促進　鍵は企業の持続性と利益の両立

新潟会場
Niigata

大阪会場
Osaka

東京会場
Tokyo
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●日時	 2011（平成23）年10月5日（水）
	 13：30〜17：20
●会場	 新潟市万代市民会館
	 （新潟市中央区東万代町）

●日時	 2011（平成23）年11月30日（水）
	 13：30〜17：20
●会場	 ドーンセンター／
	 大阪府立男女共同参画・青少年センター
	 （大阪府大阪市中央区大手前）

●日時	 2012（平成24）年1月19日（木）
	 13：30〜17：20
●会場	 ニッショーホール／
	 日本消防会館（東京都港区虎ノ門）


